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第1章 計画策定の背景と⽬的 
1 背景 

本市では、これまで行政需要の拡大や市民ニーズの多様化などに応える形で、様々

な公共施設の建設や整備を行ってきました。特に、学校や公営住宅、社会文化施設、

行政施設など建築物の多くは、昭和 40 年代後半から 50 年代にかけて集中的に整備

されたため、近い将来、一斉に大規模修繕や建替えの時期を迎えることになります。 

また、道路、橋りょう、上下水道等のインフラ資産も同様であり、今後、これらす

べての公共施設等を、これまでと同じように維持更新していくことは、少子高齢化や

人口減少が進行している状況の中、大きな財政負担となることが想定されます。 

これらの課題に対応するため、真岡市建築物耐震改修促進計画（三期計画）（令和

3（2021）年度策定）や真岡市公営住宅等長寿命化計画（平成 31（2019）年度

策定）、真岡市橋梁長寿命化修繕計画（平成 24（2012）年度策定）を推進し、特

定の公共施設等について耐震化や長寿命化に取り組んできました。 

このような状況の中、今後は、すべての公共施設等の現状について総合的に管理し、

既存の計画との整合性を図りつつ、全体的かつ長期的な視点で、公共施設等の効率的

な維持管理や建替え、再配置等を計画的に進めていくことが求められています。 

 

2 ⽬的 
公共施設等を取り巻く現状について客観的に分析することにより、長期的な視点に

立ち、公共施設等の管理を総合的に推進し、効果的かつ効率的に質の高い公共サービ

スを提供することを目的として平成 29（2017）年 3 月に「真岡市公共施設等総合

管理計画」（以下、「本計画」という。）を策定しました。 

令和 3（2021）年度までの社会経済情勢や上位関連計画等の変化、計画の進捗状

況を踏まえ、真岡市公共施設等総合管理計画の改訂を行うものです。 

 

 

主な改訂事項 

 令和 3 年度までの公共施設等総合管理計画の見直しに当たっての留意事項に

ついて（令和 3 年 1 月 26 日総務省通達）に基づき下記項目の追加 

・公共施設等の維持管理費 

・有形固定資産減価償却率の推移 

・過去に行った対策の実績 

・ユニバーサルデザイン化および脱炭素化の推進方針 

・対策の効果額、本計画を実施した場合の見込み 

 公共施設等の現況データ及び上位関連計画を令和 3 年 3 月末時点に更新 

 元号を「平成」から「令和」に更新 

 

※施設データの更新に合わせて将来更新等費用を再度試算しましたが、改訂前の

金額と同程度であるため、建築物系公共施設の数値目標は変更していません。 
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3 計画の位置づけ 
本計画は、本市の市政運営の指針となる「真岡市総合計画 2020 - 2024」を上

位計画とし、国のインフラ長寿命化計画及び本市新市基本計画や真岡市住宅マスター

プラン等の関連計画との整合性を図るとともに、今後策定を予定する再配置計画等の

個別計画において、公共施設等の管理・修繕・更新等の取組みに関する横断的な考え

方を示すものです。 

  

 
図 1-1 本計画の位置づけ  
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4 計画の対象範囲 
本計画の対象は、行政財産・普通財産を問わず市有財産の建築物（敷地を含む）、

及び行政財産である道路・橋りょう等を範囲とするものであり、これらを「公共施設

等」とします。 

公共施設等の内容については、学校施設、スポーツ施設、社会文化施設、児童施設、

福祉施設、広域対応施設、行政施設、集会施設、公営住宅、消防施設、観光施設、公

園施設、インフラ施設、以上 13 の類型が含まれる建築物系公共施設、そして、道路、

橋りょう、上水道、下水道が含まれるインフラ系公共施設の２つに分類されます。 

また、国や県が主体的に管理する河川については対象外とします。 

 

 
図 1-2 本計画の対象範囲 
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スポーツ施設（体育館等、運動場）

社会文化施設（図書館、市民会館、久保講堂、岡部記念館「金鈴荘」、

二宮尊徳資料館、桜町陣屋、公民館、青年女性会館、

二宮コミュニティセンター、生涯学習館、にのみや屋外活動センター、

自然教育センター、科学教育センター 等）

児 童 施 設（留守家庭児童会館、保育所、真岡駅子ども広場、子育て支援センター）

福 祉 施 設（総合福祉保健センター、シルバー人材センター、真岡さくら作業所、

真岡市こども発達支援センターひまわり園、シルバーサロン、

井頭温泉、休日夜間急患診療所 等）

広域対応施設（リサイクルセンター、環境保全センター、根本山自然観察センター、

鬼怒水辺観察センター）

行 政 施 設（市庁舎、芳賀地区広域行政センター、真岡駅 等）

集 会 施 設（二宮尊徳物産館、農産物販売交流施設いがしら（あぐ里っ娘）、

農産物直売所兼集会所、久下田駅前どんとこい広場）

公 営 住 宅（公営住宅）

消 防 施 設（消防会館、水防倉庫）

観 光 施 設（真岡木綿会館、久保記念観光文化交流館、ＳＬキューロク館、

勤労者研修交流施設「井頭温泉チャットパレス」、お休み処もめん茶屋）

公 園 施 設（公園トイレ、あずまや、公衆便所 等）

インフラ施設（浄水場、水処理センター、農業集落排水処理場 等）

インフラ系公共施設

道 路

橋 り ょ う

上 水 道（導水管、送水管、配水管）

下 水 道（下水道管、農業集落排水施設管路）
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5 計画期間 
本市では、昭和 40 年代後半から昭和 50 年代に建設された施設が多く、これらは

今後 40 年の間に大規模修繕や建替えの時期が集中することや、公共施設等の計画的

な管理運営においては、将来更新等費用の平準化など、長期的な視点が不可欠である

ことを踏まえ、平成 29（2017）年度から令和 38（2056）年度までの 40 年間

を計画期間とします。 

なお、今後の上位・関連計画の見直しや社会情勢の変化などの状況に応じて適宜見

直しを行うものとします。 
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第2章 公共施設等の現況及び将来の⾒通し 
1 公共施設等の現況 

本市の公共施設等の現況については、建築物系公共施設とインフラ系公共施設の区

分ごとに、建物の延床面積や道路延長等の総量、年度別建築整備状況、経過年数の状

況、耐震化の状況により整理しました。 

 

(1) 建築物系公共施設 

① 総量（延床⾯積） 

建築物系公共施設について、令和 3（2021）年 3 月 31 日時点における保有状況

を表 2-1 に整理しました。その結果、本市の建築物系公共施設の施設数は 277 施

設、延床面積 311,079.00 ㎡となっています。 

このうち、延床面積の構成比率が最も大きい施設類型は、学校施設であり全施設の

46.2%（143,567.21 ㎡）で施設全体の約半数を占めています。2 番目が行政施設

で 12.8%（39,756.25 ㎡）、3 番目が社会文化施設で 11.5%（35,847.52 ㎡）、

４番目が公営住宅で 10.6％（32,940.18 ㎡）となっています。この４つの施設類

型で全体の約８割を占めています。 

 

 

図 2-1 建築物系公共施設の施設類型別延床⾯積の割合（令和 3 年 3 ⽉ 31 ⽇時点） 
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スポーツ施設

5.3% 16,633.14㎡

インフラ施設

4.3% 13,474.55㎡

福祉施設

2.9% 9,171.63㎡

児童施設

1.8% 5,622.45㎡

観光施設

1.4% 4,447.62㎡

広域対応施設

1.1% 3,304.89㎡

消防施設

0.8% 2,395.88㎡
公園施設

0.7% 2,053.09㎡

集会施設

0.6% 1,864.60㎡

延床面積
総量

311,079.00㎡
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表 2-1 建築物系公共施設の施設類型別延床⾯積（令和 3 年 3 ⽉ 31 ⽇時点） 

 
  

面積（㎡） 構成比
学校施設

小学校 14 78,101.03 25.1%
中学校 9 62,086.08 20.0%
給食センター 2 3,380.10 1.1%

小計 25 143,567.21 46.2%

スポーツ施設
体育館等 5 13,855.18 4.5%
運動場 4 2,777.96 0.9%

小計 9 16,633.14 5.3%

社会文化施設
図書館、市民会館、久保講堂等 8 10,269.47 3.3%
公民館、二宮コミュニティセンター等 11 17,854.40 5.7%
自然教育センター、科学教育センター 2 7,723.65 2.5%

小計 21 35,847.52 11.5%
児童施設

留守家庭児童会館 3 606.40 0.2%
保育所 4 2,588.76 0.8%
子育て支援センター 3 2,427.29 0.8%

小計 10 5,622.45 1.8%

福祉施設
総合福祉保健センター等 6 3,576.10 1.1%
井頭温泉、休日夜間急患診療所 2 5,595.53 1.8%

小計 8 9,171.63 2.9%

広域対応施設
リサイクルセンター、環境保全センター 2 2,523.76 0.8%
根本山自然観察センター等 2 781.13 0.3%

小計 4 3,304.89 1.1%

行政施設
市庁舎 2 19,175.12 6.2%
芳賀地区広域行政センター等 19 20,581.13 6.6%

小計 21 39,756.25 12.8%

集会施設
二宮尊徳物産館、あぐ里っ娘等 4 1,864.60 0.6%

公営住宅
公営住宅 8 32,940.18 10.6%

消防施設
消防会館、水防倉庫 26 2,395.88 0.8%

観光施設
真岡木綿会館、久保記念観光文化交流館等 5 4,447.62 1.4%

公園施設
公園トイレ、あずまや、公衆便所等 112 2,053.09 0.7%

インフラ施設
水処理センター、農業集落排水処理場等 14 11,128.51 3.6%
浄水場等 10 2,346.04 0.8%

小計 24 13,474.55 4.3%

合計 277 311,079.00 100.0%

延床面積
施設数

施設類型
（中分類）

施設類型
（大分類）

※構成比の小計は、端数処理を行っている関係で合計が一致しない場合があります。 

※類型別の施設一覧は p.39 からの第 4 章をご覧ください。 
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栃木県内 14 市の人口一人当たりの延床面積を表 2-2 に、同比較を図 2-2 に示

します。 

本市が保有する建築物系公共施設の延床面積を人口一人当たりに換算すると 3.87

㎡/人となります。これは、栃木県内 14 市の平均値 3.89 ㎡/人と同程度、全国市町

村平均 3.67 ㎡/人より高い水準にあります。 

 

表 2-2 栃⽊県内 14 市の⼈⼝⼀⼈当たりの延床⾯積 

 
※総務省 地方財政状況調査関係資料「公共施設現況調経年比較表/市町村経年比較表（令和元年度決算）」に

よる。建築物の総延床面積は基本的には行政財産のみとし、普通財産は含めないものとする。人口は「住民

基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」（令和 2 年 1 月 1 日現在、総務省）による。行政面積は「全

国都道府県市区町村別面積調」（令和 2 年 1 月 1 日現在、国土地理院）による。 

※真岡市の総延床面積は令和 3 年 3 月 31 日時点。 

 

 
図 2-2 栃⽊県内 14 市の⼈⼝⼀⼈当たりの延床⾯積の⽐較  

自治体名
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(平成11年
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建築物の
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人口一人当たり
の延床面積
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小山市 合併なし 167,505 171.75 389,798 2.33

宇都宮市 合併あり 521,754 416.85 1,448,022 2.78

下野市 合併あり 60,254 74.59 183,863 3.05

栃木市 合併あり 159,951 331.50 610,593 3.82

さくら市 合併あり 44,167 125.63 152,489 3.45

那須塩原市 合併あり 117,458 592.74 410,724 3.50

真岡市 合併あり 80,395 167.34 311,079 3.87

那須烏山市 合併あり 26,104 174.35 92,943 3.56

足利市 合併なし 147,442 177.76 510,378 3.46

佐野市 合併あり 117,968 356.04 519,282 4.40

大田原市 合併あり 70,896 354.36 322,150 4.54

矢板市 合併なし 32,051 170.46 144,028 4.49

鹿沼市 合併あり 97,288 490.64 448,510 4.61

日光市 合併あり 81,414 1,449.83 540,060 6.63
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② 建築年度別延床⾯積 
建築物系公共施設について、令和 3（2021）年 3 月 31 日時点における建築年度

別延床面積を整理しました。その結果、昭和 40 年代後半から昭和 50 年代にかけて

学校施設、公営住宅、社会文化施設等を中心に建築が行われてきました。近年では、

平成 20（2008）年度に真岡小学校と久下田小学校、令和 2（2020）年度に本庁

舎が施設の老朽化により建替えられています。 

公共施設に多く使用されている、鉄筋コンクリート造建物の耐用年数は約 60 年と

されています。今後、昭和 40 年代後半から昭和 50 年代に建てられた公共施設が集

中して大規模修繕や建替えの時期を迎えることになり、大きな財政負担になることが

想定されます。 

 

 

図 2-3 建築物系公共施設の建築年度別延床⾯積 
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③ 経過年数の状況 
建築物系公共施設について、令和 3（2021）年 3 月 31 日時点を基準として、経

過年数別に整理しました。 

その結果、築 30 年未満の建物は全体の 31.0%であり、建物の老朽化が懸念され

る築 30 年を経過した建物は全体の 69.0%と過半数を超えている状況です。 

延床面積の構成比は築 30 年以上 40 年未満が高く、全体の 35.4％を占めるほか、

築 40 年以上 50 年未満が 29.0%、築 50 年以上が 4.6％を占めています。中には、

岡部記念館「金鈴荘」のように、明治年間に建設された建物もあります。 

 

 

 
図 2-4 建築経過年数の状況 
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④ 耐震化の状況 
新耐震基準（*1）の建物の延床面積は約 18.8 万㎡（約 60％）です。 

旧耐震基準（*1）の建物の延床面積は約 12.3 万㎡（約 40％）であり、そのうち

約 6.8％に当たる約 0.8 万㎡については耐震改修工事未実施です。 

施設類型別にみると、スポーツ施設、児童施設、行政施設は耐震改修工事未実施の

割合が１割程度となっています。 

 

 
図 2-5 建築物系公共施設の耐震化の状況 

 

 
図 2-6 施設類型別の耐震化の状況 
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⑤ 維持管理費 
建築物系公共施設の維持管理費は、平成 28 年度以降、23 億円～34 億円程度で

推移しており、令和 2 年度は約 23 億円です。 

施設類型別にみると、令和 2 年度はインフラ施設が約 9.3 億円と最も多く、次い

で、社会文化施設が約 3.4 億円、学校施設が約 2.6 億円となっています。 

 

 
※建築物系公共施設の維持管理費は、光熱水費、維持保全費、工事請負費、指定管理料、土地・建物の使用料、

その他経費の合計金額である（人件費は含まない）。 

図 2-7 建築物系公共施設の維持管理費の推移 
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(2) インフラ系公共施設 

① 総量 
本市のインフラ系公共施設の現況を表 2-3 に示します。道路については延長及び

面積、橋りょうについては面積、上下水道・農業集落排水施設については延長の総量

を、それぞれ集計しています。 

 

表 2-3 インフラ系公共施設の現況（令和 3 年 3 ⽉ 31 ⽇時点） 

種別 総量 

a．道路 

一般道路 

実延長合計     

道路敷地面積    

 

1,310,658 [m]   

7,014,289 [㎡]   

ｂ．橋りょう コンクリート橋 23,365 [㎡]   

ｃ．上水道 

導水管 

送水管 

配水管 

10,473 [m]   

6,221 [m]   

803,334 [m]   

ｄ．下水道 
汚水管 

雨水管 

324,412 [m]   

22,915 [m]   

e．農業集落排水施設 汚水管 132,946 [m]   

 

② 年度別整備量 

インフラ系公共施設のうち、「a.道路」、「b.橋りょう」、「c.上水道」、「d.下

水道」、「e.農業集落排水施設」について、年度別整備量の状況を整理しました。 

このうち、「a.道路」は年度別整備量の把握が困難であるため、整備総量を示しま

す。 

 

a.道路 

道路の令和 3（2021）年 3 月 31 日時点の整備量は、実延長 1,310,658m、道

路敷地面積 7,014,289 ㎡となっています。土地区画整理事業や道路改良事業により

整備を進める一方、舗装については維持管理費が増加傾向にあります。 

 

b.橋りょう 

橋りょうの年度別整備量を図 2-8 に示します。本市の橋りょうは、社会基盤の整

備に伴い古くから整備されはじめ、更新の目安である建設後 60 年を超えているもの

は、現時点で全体の 45.5％あります。また、その大半が昭和 25 年以前の建設であ

り、更新等の需要が増大しています。 

  



13 

 
図 2-8 橋りょうの年度別整備量 

 
c.上水道 

上水道の年度別整備延長を図 2-9 に示します。本市の上水道は、人口の増加に伴

って多くが昭和 50 年代以降に整備されてきました。更新の目安である建設後 40 年

を超えているものは、現時点で全体の 5.6％とわずかですが、今後は、耐用年数を超

えた管路が増えていく傾向にあります。 

 
図 2-9 上⽔道の年度別整備延⻑  
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d.下水道 

下水道の年度別整備延長を図 2-10 に示します。本市の下水道は、昭和 40 年代

後半から整備されてきました。そのため、更新の目安である建設後 50 年を超えてい

るものは全体の 0.1％とわずかですが、しばらくの間、更新時期を迎えるものも多く

はありません。しかし、令和 9（2027）年度以降は耐用年数を超えた管路が急増し、

更新の需要が増大していきます。 

 
図 2-10 下⽔道の年度別整備延⻑ 

 
e.農業集落排水施設 

農業集落排水施設の年度別整備延長を図 2-11 に示します。更新の目安である建

設後 50 年を超えている施設はなく、しばらくの間、更新時期を迎えるものはありま

せん。（各処理区の整備延長は、完成年度に計上しています。） 

 
図 2-11 農業集落排⽔施設の年度別整備延⻑  
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③ 維持管理費 
インフラ系公共施設の維持管理費は、平成 28 年度以降、4 億円程度で推移してい

ます。 

施設類型別にみると、令和 2 年度は道路が約 1.6 億円と最も多く、次いで、橋り

ょうが約 1.3 億円、下水道が約 0.6 億円、上水道が約 0.5 億円となっています。 

 

 
※インフラ系公共施設の維持管理費は、点検・調査、補修、修繕などの合計金額である（人件費は含まない）。 

※上水道、下水道、農業集落排水施設は、管路に係る維持管理費である。 

図 2-12 インフラ系公共施設の維持管理費の推移 
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(3) 有形固定資産減価償却率 
本市の有形固定資産減価償却率（*2）は、60％台で推移しており、令和元年度は

64.3％です。類似団体内平均値及び栃木県内市町平均値と比較すると、本市の方が

約 6％～8％高くなっており、他市町と比べて保有資産の老朽化が進んでいることが

分かります。 

 

 
資料：栃木県内市町の財政状況資料集（令和元年度） 

※類似団体内平均値は、本市と同じ市町村類型「Ⅱ－０」に属する団体の平均値。 

図 2-13 有形固定資産減価償却率の推移 
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用年数に近づき、老朽化が進んでいることを示す。 
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(4) 過去に⾏った対策の実績 
平成 29 年度から令和 2 年度までに、建築物系公共施設は大規模改修や増築、民間

貸付、廃止・除却などを実施しました。また、インフラ系公共施設は個別施設計画を

策定し、施設の点検・調査や修繕・改築を進めています。 
 

表 2-4 【建築物系公共施設】過去に⾏った対策の実績（平成 29 年度〜令和 2 年度） 
対策 施設名 

大規模 

改修 

■真岡小学校：トイレ全面改修【H29】      ■大内中央小学校：トイレ全面改修【H29】 

■山前小学校：管理教室棟【H29】        ■中村小学校：教室棟、トイレ全面改修【H29】 

■長田小学校：トイレ全面改修【H29】      ■久下田小学校：体育館屋根【H29】 

■物部小学校：トイレ全面改修【H29】      ■西田井小学校：トイレ全面改修【H30】   

■長沼小学校：トイレ全面改修【H30】      ■真岡小学校：屋根塗装【H30】       

■真岡東中学校：トイレ全面改修【H30】    ■山前中学校：トイレ全面改修【H30】   

■長沼中学校：トイレ全面改修【H30】      ■亀山小学校：トイレ全面改修【R1】 

■大内東小学校：トイレ全面改修【R1】     ■大内西小学校：トイレ全面改修【R1】   

■総合体育館：耐震補強工事等【H30】 

■公民館真岡西分館：空調設備等【H30】    ■公民館本館：空調設備【R2】 

■二宮コミュニティセンター：エレベーター改修【R2】 

■真岡井頭温泉：ろ過設備改修【H29～R2】   ■東郷市営住宅：排水設備等【H30～R2】 

増築 ■中村小学校：校舎【H29】      ■SL キューロク館【H29】    

■真岡木綿会館：ショップ【H30】   ■総合運動公園：管理棟（更衣室）【H30】 

■久保記念観光文化交流館：屋内カフェテラス【R1】   ■真岡小学校：職員室【R2】 

■長田小学校：保健室棟【H30】、校舎、体育器具庫、物置【R2】 

建替え ■二宮尊徳物産館【R2】 

新設 ■総合運動公園：屋外トイレ【H30】 ■休日夜間急患診療所【H30】 ■市長車等車庫棟【H30】 

■リサイクルセンター【H30】  ■新庁舎【R2】  ■真岡市防災倉庫【R2】 

官民連携 ■市民会館、公民館本館、青年女性会館に指定管理者制度の導入【R2】 

貸付 ■旧長沼北小学校【R1】  →障害者福祉サービス事業者に貸付・事業開始 

■旧長沼地域体育館【R2】→障害者福祉サービス事業所兼地域コミュニティ施設として利用 

廃止 ■学校の統廃合により以下 4 校の廃校（現在、利活用方法の検討中）【H29】 

  ・山前南小学校   ・東沼小学校   ・中村南小学校   ・中村東小学校 

■二宮保健センター（真岡事務所へ統廃合）【R2】 

除却 ■弓道場【H29】        ■二宮弓道場【H29】      ■清掃センター【H29～H30】 

■西合同庁舎【H30】     ■老人憩の家【R1】       ■附属体育館【R2】 

■建設部棟【R2】        ■教育委員会棟【R2】     ■水道庁舎【R2】 

■東運動場：ポンプ小屋、テニスコート器具庫【R2】 
 

表 2-5 【インフラ系公共施設】過去に⾏った対策の実績（平成 29 年度〜令和 2 年度） 
施設類型 対策の概要 

道路 ・舗装長寿命化修繕計画（平成 27 年 11 月）に基づき、舗装修繕（令和 2 年度末実績：13.5km） 

橋りょう ・橋梁長寿命化修繕計画（平成 25 年 3 月）に基づき、橋梁修繕（令和 2 年度末実績：18 橋） 

上水道 ・水道事業長期更新計画（平成 31 年 3 月改訂）に基づき、施設の再構築・更新の実施 

・水安全計画（令和 2 年 3 月策定）に基づき、水質管理体制の構築 

・新水道ビジョン（令和 3 年 3 月）に基づき、安全・強靭・持続可能な水道サービスの提供 

下水道 ・下水道ストックマネジメント計画（平成 31 年 3 月）に基づき、点検・調査、修繕・改築の実施 

・農業集落排水処理施設最適整備構想・再編整備計画（平成 30 年 3 月）に基づき、点検・調

査、修繕・改築の実施 
  



18 

2 総⼈⼝や年代別⼈⼝についての今後の⾒通し 
本市の人口の見通しについて、市全体の年代別人口と、地区別の年代別人口の見通

しを示します。なお、ここで扱う人口データの実績値については各年の国勢調査を、

推計値については、「第 2 期真岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略（令和 2 年 3

月）」の人口ビジョンを参照しています。 

 

(1) 総⼈⼝及び年代別⼈⼝の推移と⾒通し 
市全体の総人口及び年齢３区分別人口（*3）の推移と見通しを表 2-6 及び図 

2-14 に示します。 

総人口については、平成 17（2005）年 83,002 人をピークに減少に転じ、令和

2（2020）年の国勢調査では 78,190 人となり、ピーク時から 4,812 人減少して

います。今後も減少していくことが推計され、「第 2 期真岡市人口ビジョン」の目標

人口（人口の将来展望）では、令和 47（2065）年の時点で 63,402 人を確保する

としています。 

年齢３区分別人口の割合については、生産年齢人口は、総人口と同時期の平成 17

（2005）年の 55,624 人をピークに減少に転じていますが、減少速度は、総人口

よりもやや早い状況となっています。 

年少人口と老年人口は平成 12（2000）年に逆転が始まっており、年少人口は、

今後も減少が続くと推計されています。一方、老年人口は増加を続けていますが、今

後も令和 27（2045）年頃まで増加を続け、その後は減少していくと推計されてい

ます。 

  

（*3）年齢３区分別人口：総務省統計局の国勢調査において、年代別人口を年少人口（15 歳未満人口）、生産年

齢人口（15～64 歳人口）、老年人口（65 歳以上人口）の３つに区分し、集計したもの。 
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表 2-6 将来⼈⼝の推移 

 
※昭和 55 年～令和 2 年の人口は、国勢調査の実績値です。 

※令和 7 年～令和 47 年は、真岡市人口ビジョンの推計値です。 

 

 
図 2-14 将来⼈⼝の推移 

  

（単位：人）

昭和
55年

昭和
60年

平成
2年

平成
7年

平成
12年

平成
17年

平成
22年

平成
27年

令和
2年

令和
7年

令和
17年

令和
27年

令和
37年

令和
47年

年少人口 17,775 18,616 17,021 14,517 13,000 12,421 12,245 11,296 10,213 9,772 9,766 10,193 10,143 9,691

生産年齢
人口

45,659 48,518 53,088 54,682 55,236 55,624 53,841 49,267 46,651 45,148 41,813 36,359 33,962 33,865

老年人口 6,533 7,417 9,119 11,444 13,294 14,957 16,203 18,976 21,326 22,869 23,333 24,584 23,312 19,846

総人口 69,967 74,551 79,228 80,643 81,530 83,002 82,289 79,539 78,190 77,789 74,912 71,136 67,417 63,402
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(2) 地区別⼈⼝の推移 
本市の地区別人口の推移を表 2-7 及び図 2-15 に示します。 

令和 2（2020）年までの国勢調査では、中村地区が増加傾向にありますが、真岡

地区では平成 17（2005）年から減少に転じ、山前地区及び大内地区、二宮地区で

は依然として減少傾向を示しています。 

今後については、真岡地区で人口増加も期待されますが、その他の地区で引き続き

減少傾向となることが想定されます。 

 

表 2-7 地区別将来⼈⼝の推移 

 
※平成 7 年～令和 2 年の人口は、国勢調査の実績値です。 

※令和 7 年～令和 47 年の推計人口は、真岡市人口ビジョンの推計値を基に、真岡市都市計画マスタープラン

で推計した人口割合により設定しています。 

 
 

 
図 2-15 地区別将来⼈⼝の推移  

（単位：人）

地区名
平成
7年

平成
12年

平成
17年

平成
22年

平成
27年

令和
2年

令和
7年

令和
17年

令和
27年

令和
37年

令和
47年

真岡地区 34,695 36,832 39,105 38,941 37,491 37,407 38,465 38,512 37,870 37,125 36,072

山前地区 9,493 9,259 8,883 8,563 8,028 7,490 7,349 6,360 5,472 4,648 3,865

大内地区 7,929 7,643 7,326 7,068 6,555 6,106 5,918 5,143 4,380 3,672 3,005

中村地区 11,223 10,914 11,048 11,648 12,365 12,825 12,313 12,549 12,557 12,506 12,332

二宮地区 17,303 16,882 16,640 16,069 15,100 14,362 13,744 12,348 10,857 9,466 8,128

合計 80,643 81,530 83,002 82,289 79,539 78,190 77,789 74,912 71,136 67,417 63,402
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3 公共施設等の将来更新等費⽤及び財源の⾒込み 
本市の公共施設等を、すべて現状のまま維持した場合に今後どれだけの費用がかか

るのかを試算し、それらに充てることができる財源と比較することで、公共施設等の

維持に関する財政上の課題を抽出します。算出方法は、総務省が活用を推奨している

公共施設等更新費用試算ソフト（一般財団法人地域総合整備財団公開）による試算条

件を適用しています。 

 

(1) 公共施設等の将来更新等費⽤ 

① 建築物系公共施設の将来更新等費⽤ 
本市の建築物系公共施設をすべて現状のまま維持した場合にかかる将来更新等費

用（大規模修繕や建替えにかかる費用）を図 2-16 に示します。平成 29（2017）

年度から令和 38（2056）年度までの 40 年間で、将来更新等費用は総額約 1,253

億円となります。 

ここで、計画期間を図 2-16 に示すように 10 年単位で 4 つのステージに分けま

す。将来更新等費用が集中するのは、令和 19（2037）年度からの第 3 ステージ

10 年間になります。将来更新等費用を本計画の計画期間である 40 年で平準化した

場合、年間平均で約 31.3 億円かかる見込みとなります。 

 

 
※平成 29 年度～令和 2 年度に建替え・新設を行った施設（新庁舎等）を含む。 

図 2-16 建築物系公共施設の将来更新等費⽤の推計（⼯事種別） 
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次に施設類型別に試算したものを図 2-17 に示します。 

これを見ると、平成 29（2017）年度から令和 8（2026）年度の第 1 ステージ

10 年間では、各施設類型すべてにわたって将来更新等費用が発生します。なかでも

学校施設、行政施設、社会文化施設の割合が高い傾向にあります。 

次の令和 9（2027）年度から令和 18（2036）年度の第 2 ステージ 10 年間で

は、学校施設と社会文化施設の割合が高くなっています。 

将来更新等費用が最も集中するのは令和 19（2037）年度から令和 28（2046）

年度の第 3 ステージ 10 年間で、学校施設の割合が最も高くなっています。 

 
図 2-17 建築物系公共施設の将来更新等費⽤の推計（施設類型別） 

表 2-8 建築物系公共施設の将来更新等費⽤の割合（施設類型別） 
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学校施設 スポーツ施設 社会文化施設 児童施設 福祉施設

広域対応施設 行政施設 集会施設 公営住宅 消防施設

観光施設 公園施設 インフラ施設

将来更新等費用40年間総額：約 億円1,253（億円）

10年間 約 億円 10年間 約 億円 10年間 約 億円 10年間 約 億円318 170 530 235

学校施設

社会文化施設

行政施設

学校施設

社会文化施設

学校施設

行政施設

施設類型 将来更新等費用（千円） 費用の割合（％）

学校施設 53,220,377 42.5

行政施設 22,537,591 18.0

社会文化施設 16,258,032 13.0

公営住宅 8,767,040 7.0

スポーツ施設 7,323,480 5.8

インフラ施設 5,811,694 4.6

福祉施設 3,525,953 2.8

広域対応施設 1,998,549 1.6

児童施設 1,965,638 1.6

消防施設 1,381,602 1.1

観光施設 870,195 0.7

集会施設 833,326 0.7

公園施設 778,730 0.6

合　　計 125,272,206 100.0
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＜将来更新等費用の試算条件＞ 

一般財団法人 地域総合整備財団が公開している「公共施設等更新費用試算ソフト

ver.2.10」の試算条件を適用して算出した。計算条件は以下のとおり。 

 

1) 建築物系公共施設 

 現状施設のみの試算で、今後新たに整備されるものは対象としていない。 

 築 60 年で更新を実施する。 

 築 30 年で大規模修繕を実施する。 

 大規模修繕、建替えの積み残しは最初の 10 年間で実施する。 

（積み残し：試算時点で更新年数を既に経過し、大規模修繕又は建替えられな

くてはならないはずの施設が、大規模修繕又は建替えられずに残されている状

況のこと。） 

 設計から施工まで複数年度にわたり費用がかかることを考慮し、建替えについ

ては 3 年間、大規模修繕については 2 年間で費用を均等配分する。 

 大規模修繕及び建替え単価は表 2-9 のとおり。 

 

表 2-9 建築物系公共施設の⼤規模修繕及び建替え単価 

施設類型 
大規模修繕単価 

（円/㎡） 

建替え単価 

（円/㎡） 
対応する総務省分類 

学校施設 170,000 330,000 学校教育系施設 

スポーツ施設 200,000 360,000 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 

社会文化施設 250,000 400,000 市民文化系施設 

児童施設 170,000 330,000 子育て支援施設 

福祉施設 200,000 360,000 保健・福祉施設 

広域対応施設 250,000 400,000 行政系施設 

行政施設 250,000 400,000 行政系施設 

集会施設 250,000 400,000 市民文化系施設 

公営住宅 170,000 280,000 公営住宅 

消防施設 250,000 400,000 行政系施設 

観光施設 250,000 400,000 社会文化系施設 

公園施設 170,000 330,000 公園 

インフラ施設 200,000 360,000 供給処理施設 
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2) インフラ系公共施設 

a.道路 

 現状施設のみの試算で、今後新たに整備されるものは対象としていない。 

 建設後 15 年で更新を実施する。 

 更新費用の単価は表 2-10 のとおり。 

表 2-10 道路の更新単価 

分類 更新単価  （円/㎡） 

一般道路 4,700 

 

b.橋りょう 

 現状施設のみの試算で、今後新たに整備されるものは対象としていない。 

 建設後 60 年で更新を実施する。 

 更新の積み残しは最初の 5 年間で実施する。 

 構造にかかわらず、すべてコンクリート橋で更新する。 

 更新費用の単価は表 2-11 のとおり。 

表 2-11 橋りょうの更新単価 

分類 更新単価  （円/㎡） 

コンクリート橋 425,000 

 

ｃ.上水道 

 現状施設のみの試算で、今後新たに整備されるものは対象としていない。 

 建設後 40 年で更新を実施する。 

 更新の積み残しは最初の 5 年間で実施する。 

 更新費用の単価は表 2-12 及び表 2-13 のとおり。 

表 2-12 上⽔道の更新単価（導⽔管、送⽔管） 表 2-13 上⽔道の更新単価（配⽔管） 

管径 更新単価  （円/ｍ） 
 

管径 更新単価  （円/ｍ） 

300 ㎜未満 100,000 150 ㎜未満 97,000 

300～500 ㎜ 114,000 150～200 ㎜ 100,000 

500～1,000 ㎜ 161,000 200～250 ㎜ 103,000 

 

250～300 ㎜ 106,000 

300～350 ㎜ 111,000 

350～400 ㎜ 116,000 

400～450 ㎜ 121,000 

450～550 ㎜ 128,000 

550～600 ㎜ 142,000 
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d.下水道（管路）及び e.農業集落排水施設（管路） 

 現状施設のみの試算で、今後新たに整備されるものは対象としていない。 

 建設後 50 年で更新を実施する。 

 更新の積み残しは最初の 5 年間で実施する。 

 更新費用の単価は表 2-14 のとおり。 

 

表 2-14 下⽔道及び農業集落排⽔施設の更新単価 

管種 更新単価  （円/ｍ） 

コンクリート管 

（陶管、塩化ビニール管） 
124,000 

 

 

② インフラ系公共施設の将来更新等費⽤ 
インフラ系公共施設として、a.道路、b.橋りょう、c.上水道、d.下水道、e.農業集落

排水施設についての将来更新等費用を試算した合計を図 2-23 に示します。 

 

a.道路 

平成 29（2017）年度から令和 38（2056）年度までの 40 年間での将来更新

等費用は約 879 億円で、平均すると年間約 22 億円かかる見込みです。 

 

 
図 2-18 a.道路の将来更新等費⽤試算 
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一般道路 １年当たりの更新等費用

（億円） 将来更新等費用40年間総額：約 億円879

10年間 約 億円 10年間 約 億円 10年間 約 億円 10年間 約 億円220 220 220 220
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b.橋りょう 

平成 29（2017）年度から令和 38（2056）年度までの 40 年間での将来更新

等費用は約 73 億円で、平均すると年間約 1.8 億円かかる見込みです。 

更新の目安である建設後 60 年を超えるものが現時点で 45.5％あり、将来更新等

費用が第 1 ステージ前期 5 年間に集中する見込みです。 

 
図 2-19 b.橋りょうの将来更新等費⽤試算 

 

c.上水道 

平成 29（2017）年度から令和 38（2056）年度までの 40 年間での将来更新

等費用は約 796 億円で、平均すると年間約 19.9 億円かかる見込みです。令和 16

（2034）年度から急激に将来更新等費用が増加する見込みです。 

 
図 2-20 c. 上⽔道の将来更新等費⽤試算  
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d.下水道 

平成 29（2017）年度から令和 38（2056）年度までの 40 年間での将来更新

等費用は約373億円で、平均すると年間約9.3億円かかる見込みです。令和8（2026）

年度以降、将来更新等費用が増加する見込みです。 

 
図 2-21 d. 下⽔道の将来更新等費⽤試算 

 

e.農業集落排水施設 

平成 29（2017）年度から令和 38（2056）年度までの 40 年間での将来更新

等費用は約 128 億円で、平均すると年間約 3.2 億円かかる見込みです。令和 28

（2036）年度以降、将来更新等費用が発生する見込みです。 

 
図 2-22 e. 農業集落排⽔施設の将来更新等費⽤試算 
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f.インフラ系公共施設の将来更新等費用推計（合計） 

インフラ系公共施設の将来更新等費用の合計を図 2-23 に示します。 

平成 29（2017）年度から令和 38（2056）年度までの 40 年間での将来更新

等費用は約 2,249 億円で、平均すると年間約 56.2 億円かかる見込みです。 

第 2 ステージ後期から増加し、第 3 ステージ 10 年間に集中する見込みです。 

 

 
図 2-23 f.インフラ系公共施設の将来更新等費⽤の推計 
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③ すべての公共施設等の将来更新等費⽤ 
建築物系公共施設及びインフラ系公共施設の将来更新等費用の推計の合計を図 

2-24 及び表 2-15 に示します。 

平成 29（2017）年度から令和 38（2056）年度までの 40 年間での将来更新

等費用は約 3,502 億円で、平均すると年間約 87.5 億円かかる見込みです。 

第 2 ステージ後期から増加し、第 3 ステージ 10 年間に集中する見込みです。 

 

 
図 2-24 すべての公共施設等の将来更新等費⽤の推計 

 

表 2-15 すべての公共施設等の将来更新等費⽤の推計（年平均） 
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建築物系公共施設 インフラ系公共施設 １年当たりの更新等費用

（億円） 将来更新等費用40年間総額：約 億円3,502

10年間 約 億円 10年間 約 億円10年間 約 億円 10年間 約 億円725 769 7461,262

対象 費用（千円/年）

建築物 3,131,805

道路 2,197,810

橋りょう 183,310

水道事業会計 上水道（管路） 1,990,025

下水道事業会計 下水道（管路） 931,902

農業集落排水事業会計 管路 319,049

8,753,901

特別会計
（公営企業会計）

一般会計

会計区分

合　　　計
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(2) 充当可能な財源⾒込み及び将来更新等費⽤との⽐較 
公共施設等の将来更新等費用に充てられる財源見込みを表 2-17 に示します。 

一般会計及び特別会計ともに、平成 23 年度～平成 27 年度の 5 年間における投資

的経費（表 2-16 参照）の平均を将来充当可能な財源とみなし算出しました。また、

震災等災害復旧に関する投資的経費については、通常の財源として適さない特殊要因

として実績値（平均）を差し引きます。 

この結果、一般会計と特別会計を合わせた建築物系公共施設、インフラ系公共施設

の将来充当可能な財源見込みは、年間約 58.0 億円となります。 

 

表 2-16 過去 5 年間の投資的経費（実績値） 

 
 

表 2-17 充当可能な財源⾒込み（過去 5 年間における投資的経費の平均値） 

 
 

一方、建築物系公共施設、インフラ系公共施設を合わせた将来更新等費用（推計額）

は、表 2-15 に示すように、年間約 87.5 億円となります。 

将来更新等費用（表 2-15）に対し、充当可能な財源見込みは図 2-25 のとおり、

年間約 29.5 億円の不足が見込まれます。これにより、将来更新等費用は、充当可能

な財源見込み額の約 1.5 倍の費用が必要となります。また、建築物系公共施設のみを

比較した場合は、図 2-26 のとおり、年間約 7.6 億円の不足が見込まれます。 

（単位：千円）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

①普通建設事業費（建築物系） 2,831,942 3,162,094 3,421,912 3,575,727 1,408,164

②普通建設事業費（インフラ系） 2,446,951 2,341,287 2,295,919 1,635,767 2,402,298

③水道事業会計（建設改良費） 290,440 297,878 241,176 356,041 232,410

④下⽔道事業会計（建設改良費） 875,152 1,245,847 672,319 824,810 918,293

⑤農業集落排水事業会計（建設改良費） 7,868 7,783 7,598 5,536 38,725

⑥震災等災害復旧に関する投資的経費

（特殊要因）
611,106 135,159 1,564,638 221,271 0

合計（①＋②＋③＋④＋⑤－⑥） 5,841,247 6,919,730 5,074,286 6,176,610 4,999,890

対象 財源（千円/年）

普通建設事業費（建築物系） 2,879,968

普通建設事業費（インフラ系） 2,224,444

水道事業会計 建設改良費（資本的支出） 283,589

下水道事業会計 建設改良費（資本的支出） 907,284

農業集落排水事業会計 建設改良費（資本的支出） 13,502

▲506,435

5,802,353

会計区分

一般会計

特別会計
（公営企業会計）

震災等災害復旧に関する投資的経費（特殊要因として差し引く）

合　　　計
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図 2-25 充当可能な財源⾒込み及び将来更新等費⽤との⽐較（建築物系＋インフラ系） 

 

 
図 2-26 充当可能な財源⾒込み及び将来更新等費⽤との⽐較（建築物系のみ） 
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第3章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な⽅針 
1 現状と課題 

第 2 章に示したとおり、本市における公共施設等の将来更新等費用（大規模修繕や

建替え等にかかる費用）は、将来大きな財政負担となることが想定されます。また、

本市の将来人口は減少傾向にあり、これに伴い税収が減少する一方、高齢化による社

会保障費等の増加も想定されます。 

これらの現状及び「真岡市総合計画 2020 - 2024」の基本方針を踏まえ、質の

高い公共サービスを維持していくための課題について以下のとおり整理します。 

 

(1) 公共施設等の安全性と機能性の確保 
本市では、昭和 40 年代後半から 50 年代にかけて集中的に建築物系公共施設が整

備されてきました。その結果、建築物系公共施設については、10 年後に更新の目安

である築 60 年以上となる施設は全体の 4.6％ですが、大規模修繕の目安である築

30 年以上となる施設は全体の 69％を占めています（p.9 図 2-4 参照）。 

インフラ系公共施設については、平成 24（2012）年度に策定した「真岡市橋梁

長寿命化修繕計画」や、平成 27（2015）年度に策定した「真岡市舗装長寿命化修

繕計画」により、橋りょう及び道路については計画的に長寿命化が進められています

が、その他インフラ系公共施設についても、今後は耐用年数を迎えるものが増加して

いく傾向にあります。 

これら老朽化の問題に対応するため、公共施設等の長寿命化を図るとともに、安全

性と機能性を確保していく必要があります。 

 

(2) 市⺠ニーズに対応した公共サービスの提供 
本市では、人口一人当たりの延床面積が全国と比較してやや高い水準であることか

ら、公共サービスが比較的充実していると評価することもできます（p.7 表 2-2、

図 2-2 参照）。 

一方、現在の延床面積の総量を維持した場合、今後の人口減少により人口一人当た

りの延床面積は増加し、施設の更新等にかかる人口一人あたりの費用負担も増加する

ことが想定されます。 

したがって、人口構造の変化に伴う市民ニーズの変化に対応しつつ、質の高い公共

サービスの提供を維持していく必要があります。 

 

(3) 公共施設等の将来更新等費⽤の抑制 

本市における公共施設等の将来更新等費用（大規模修繕や建替え等にかかる費用）

は、年間約 87.5 億円かかる見込みであり（p.31 図 2-25 参照）、将来充当可能な

財源見込み額である年間約 58.0 億円の約 1.5 倍となります。 

こうした分析結果に加え、財政については、人口減少や少子高齢化、社会保障費の

増加など、今後も厳しい状況が想定されるため、早急に公共施設等の将来更新等費用

の抑制を図っていくことが求められます。  
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2 基本⽬標 
本市の公共施設等を取り巻く現状と課題、将来の費用負担に関する試算結果を踏ま

え、真岡市総合計画 2020 – 2024 や真岡市都市計画マスタープラン、真岡市立地

適正化計画等にあるまちづくりの考え方との整合性を図った上で、本計画の基本目標

を定めます。 

建築物系公共施設については、安全性と機能性を確保し、質の高い公共サービスを

維持した上で、公共施設全体の効率的な有効活用と最適化を目指します（p.34 図 

3-1 参照）。 

インフラ系公共施設については、市民の日常生活や経済活動における重要なライフ

ラインであるとともに、大規模災害時には救護や災害復旧等においても重要な基盤施

設であることから、安全性と利便性を確保しつつ、長寿命化等による経費の抑制に努

めます。 

 

(1) まちづくりの視点 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

真岡市総合計画 2020 - 2024 にあるまちづくりの考え方との整合性を図り、

若い世代を中心に、すべての人が「真岡に住みたい」、「真岡で働きたい」、「真岡で

子育てしたい」と、もっと思えるまちであるために、本市の未来を担う「人づくり」

のために、「楽しみ」、「可能性」を感じながら“わくわく”とした気持ちで未来を

描けるまちの実現に向けて、健全な財政運営による、市民ニーズに対応した公共施

設等の適正な配置や規模を目指します。 

JUMP UP もおか 
〜だれもが“わくわく”するまち〜 

将来都市像 
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(2) 建築物系公共施設に関する基本⽬標 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 
 

 

 
 

 
図 3-1 建築物系公共施設の基本⽬標イメージ  
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施設総量の適正化 

耐震化・適正な修繕等 

適正配置・有効活用 

将来更新等費用の抑制 

安全性と機能性の確保 

質の高い公共サービス 

人口構造の変化等に伴う 

新たな市民ニーズ 

① 施設の適正管理及び⻑寿命化 
施設の安全性と機能性を継続的に確保するため、法定点検及び日常点検を徹

底し、耐震化や計画的な修繕等の実施により、施設の適正管理及び長寿命化に

努めます。 

② 施設の適正配置及び有効活⽤ 
質の高い公共サービスを提供し続けるため、人口構造等の変化に伴う市民ニ

ーズに適応した施設配置及び有効活用に努めます。 

③ 施設の最適化による将来負担の抑制 
今後増大が見込まれる将来更新等費用（大規模修繕や建替え等にかかる費用）

の軽減を図るため、民間との共同や統廃合・複合化等による施設の最適化を目

指します。 

また、本市の建築物系公共施設の数値目標として、計画期間である平成 29

（2017）年度から令和 38（2056）年度までに、建築物系公共施設における

総床面積の 25.5％縮減を目指します。 
 

【数値⽬標】40 年間で建築物系公共施設の総床⾯積を 25.5％縮減 
延床⾯積 29.8 万㎡→22.2 万㎡（約 7.6 万㎡縮減） 

 
※真岡市公共施設等総合管理計画（平成 29 年 3 月策定）で設定した数値目標を継続します。 

【縮減率設定の根拠】 
一般会計における建築物系公共施設の将来更新等費用は年平均 31.8 億円に対して、充当可能な財源見込み

を、一般会計の普通建設事業費（建築物系）における過去 5 年の平均値 28.7 億円（平成 23～27 年度）から、

震災等災害復旧費の平均値 5.0 億円（平成 23～27 年度）を差し引いて 23.7 億円とした場合、将来更新等費

用の不足額として約 8.1 億円（25.5％）が見込まれるため。 
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(3) インフラ系公共施設に関する基本⽬標 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 管理の実施⽅針 
前節の基本目標を踏まえ、公共施設等における管理の実施方針について以下に整理

します。今後新たに策定する各施設の個別計画については、本計画における方針と整

合性を図るものとします。 

また、本計画の内容や進捗状況等については、ホームページ等で公表します。 

 

(1) 建築物系公共施設管理の実施⽅針 

① 施設の適正管理及び⻑寿命化 

 
◇建築物や設備の老朽化に伴う機能の損失を未然に防止するため、施設管理者によ

る日常点検・診断等を導入します。 

◇対処療法である「事後保全」から、機能低下の兆候を検出し、使用不可能な状態

の前に補修等を行う「予防保全」に転換します。 

 
◇点検・診断の結果や劣化状況などから危険性が認められた施設については、施設

の利用状況や優先度を踏まえ、修繕、建替え、解体等を検討し、安全性の確保に

努めます。 

 
◇耐震化未実施の施設のうち、診断等により耐震化が必要と判断された施設につい

ては、施設の老朽度や今後の需要も考慮のうえ、段階的に耐震化を推進します。 

◇定期点検や予防保全の結果を踏まえて修繕等を計画的に実施することにより、劣

化の進行を遅らせ、施設の機能低下を抑えるとともに、将来更新等費用の抑制及

び平準化を図ります。 

 

継続的に点検・診断・メンテナンスを⾏える体制の整備 

点検・診断結果を踏まえた安全性の確保 

計画的な⻑寿命化の推進 

① 適正管理による計画的な整備・更新 
災害時においても市民生活の安全性及び利便性を確保できるよう、法定点検

及び日常点検を徹底し、施設の計画的な整備・更新に努めます。 

② ⻑寿命化による安定供給及び将来負担の抑制 
今後増大が見込まれる将来更新等費用（大規模修繕や更新等にかかる費用）

の軽減を図るため、予防保全型維持管理への転換やインフラ施設の長寿命化を

推進し、中長期的な視点による費用の抑制及び平準化を目指します。 
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② 施設の適正配置及び有効活⽤ 

 
◇施設の新規整備や建替えを検討する際は、施設の位置や規模・設備等について、

社会情勢や市民ニーズに適応しているか十分協議し、真に必要とされる施設以外

は可能な限り抑制に努めます。 

 
◇既存の施設について、社会情勢や市民ニーズに適応しているかどうか再度検討し、

中長期的な視点から、今後における施設のあり方や適正配置について検討を進め

ます。 

 
◇公共施設等の改修や更新等を行う際は、利用者のニーズや関係法令等を踏まえ、

障がいの有無、年齢、性別、人種等に関わらず、多様な人々が利用しやすい施設

になるよう、ユニバーサルデザイン化を検討します。 

 
◇公共施設等の改修や更新等を行う際は、地球温暖化対策計画を踏まえ、太陽光発

電や LED 照明の導入、省エネルギー改修など、脱炭素化の取組を推進します。 

 
◇使用を停止した施設について、社会情勢や市民ニーズに適応した活用方法を検討

します。また、市単独での利用が図れない場合は、民間活力による公的サービス

についても検討します。 

 

③ 施設の最適化による将来負担の抑制 

 
◇民間活用によるコスト削減やサービス向上が期待できる施設については、 

PPP（*4）や PFI（*5）の導入により民間企業の資金やノウハウを活用するほか、

地域住民との連携による事業の効率化についても検討します。 

  

新規整備・建替えの慎重な検討 

今後における施設のあり⽅や適正配置の検討 

ユニバーサルデザイン化の検討 

脱炭素化の推進 

未利⽤施設の有効活⽤ 

官⺠連携による事業の効率化 

（*4）PPP パブリック・プライベート・パートナーシップ（公民連携）:公共サービスの提供に民間が参画する

手法を幅広く捉えた概念で、民間資本や民間のノウハウを利用し、効率化や公共サービスの向上を目指すもの。

指定管理者制度も含まれる。 

（*5）PFI プライベート・ファイナンス・イニシアティブ：公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、

経営能力及び技術的能力を活用することで、効率化やサービス向上を図る公共事業の手法をいう。 
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◇施設の大規模修繕や建替えを検討する際は、社会情勢や市民ニーズ、周辺施設や

類似施設の状況等を踏まえ最適な規模を検討するとともに、建物の統廃合や機能

の複合化についても検討します。 

 
◇施設の運営費用縮減のため、省エネ対応機器等の積極的な導入に努めます。 

◇公的利用が見込めない公共施設については、売却や貸付による収入の確保を検討

します。 

◇将来的に利用が見込めない施設等については、客観的な視点から保有の必要性を

検討し、総量の縮減に努めます。 

◇施設の撤去により生じる跡地は、売却処分等により財源の確保を図ります。 

 

 

(2) インフラ系公共施設管理の実施⽅針 

① 適正管理による計画的な整備・更新 

 
◇「事後保全」から「予防保全」へ転換し、施設性能を可能な限り維持します。 

◇定期的な点検・診断結果から得られた施設の状態や対策履歴の情報を記録し、次

期点検・診断に活用するメンテナンスサイクル（点検→診断→措置→記録）を構

築します。 

 
◇今後の社会・経済情勢の変化や市民のニーズを踏まえ、中長期的な視点から必要

な新規整備及び更新等を計画的に実施します。 

◇費用対効果や経済波及効果を考慮し、新規整備及び更新等をバランスよく実施し

ます。 

 

② ⻑寿命化による安定供給及び将来負担の抑制 

 
◇利用者の安全性や安定供給を確保するため、各施設の特性や緊急性を考慮した上

で、点検及び診断結果に基づき計画的に耐震化等の長寿命化を図ることにより、

劣化の進行を遅らせ、施設の機能低下を抑えるとともに、将来更新等費用の抑制

及び平準化を目指します。  

施設の統廃合・複合化の検討 

管理費⽤の縮減及び財源の確保 

点検・診断結果を活⽤したメンテナンスサイクルの構築 

中⻑期的な視点によるバランスのとれた施設の整備・更新 

計画的な⻑寿命化の推進 
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4 対策の実施効果 
数値目標を設定した建築物系公共施設について、本計画を実施した場合の将来更新

等費用の見込みを図 3-2 に示します。 

平成 29（2017）年度から令和 38（2056）年度までの 40 年間での将来更新

等費用は約 954 億円で、年平均 23.9 億円になると見込まれます。建築物系公共施

設は、本計画の実施により 40 年間で約 298 億円（年平均 7.4 億円、削減率 23.8％）

の削減効果が期待されます。 

なお、第２ステージ後期から第３ステージ前期にかけて更新費用が集中するため、

更新時期のさらなる平準化を検討します。 

 

 
図 3-2 本計画を実施した場合の将来更新等費⽤の⾒込み（建築物系のみ） 

  

1年当たりの更新等費用
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第4章 施設類型ごとの現状と課題及び⾒通し 
1 建築物系公共施設 

建築物系公共施設における施設類型ごとの現状と課題及び見通しとして、①配置状

況、②基本情報、③現状、④今後の課題、⑤今後の予定等について整理します。 

 

(1) 学校施設 

① 配置状況 

学校施設の配置状況を図 4-1 に示します。 

 

 
図 4-1  学校施設の配置状況  
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② 基本情報 

学校施設の基本情報を表 4-1 に示します。 

 

表 4-1 学校施設の基本情報 

 

  

施設類型
（中分類）

施設名 所管課 管理形態 棟数 建築年度
（最も古い建物）

総延床面積
（㎡）

大規模改修の履歴

真岡小学校 学校教育課 直営 10
2008
H20

9,235.48
2014年（耐震・屋上・外
壁)、2017年（ﾄｲﾚ改修）

真岡東小学校 学校教育課 直営 8
1979
S54

6,206.29
2010年,2011年（耐震・外
壁)、2014年（体育館のみ
屋根・外壁）

真岡西小学校 学校教育課 直営 15
1976
S51

10,795.18
2012年（耐震・屋上・外
壁)、2013年（体育館のみ
耐震・屋根・外壁）

亀山小学校 学校教育課 直営 6
1984
S59

4,446.78 2019年（ﾄｲﾚ改修）

大内中央小学校 学校教育課 直営 7
1977
S52

3,851.05

2010年（耐震・外壁)、2013
年（体育館のみ耐震・屋
根・外壁）、2017年（ﾄｲﾚ改
修）

大内東小学校 学校教育課 直営 6
1982
S57

3,366.00
2014年（体育館のみ耐震・
屋上・外壁)、2019年（ﾄｲﾚ
改修）

大内西小学校 学校教育課 直営 8
1981
S56

3,766.00
2014年（体育館のみ耐震・
屋上・外壁)、2019年（ﾄｲﾚ
改修）

山前小学校 学校教育課 直営 8
1969
S44

4,947.81

2005年（耐震)、2010年（屋
上)、2013年（体育館のみ
屋根・外壁）、2017年（管
理教室棟）

西田井小学校 学校教育課 直営 12
1981
S56

4,067.51
2013年（体育館のみ耐震・
屋上・外壁)、2018年（ﾄｲﾚ
改修）

中村小学校 学校教育課 直営 11
1971
S46

4,896.85

2009年（耐震）、2010年
（耐震・屋上・外壁)、2012
年（体育館のみ耐震・屋
根・外壁）、2017年（教室
棟改修・管理教室棟ﾄｲﾚ
改修）

長田小学校 学校教育課 直営 10
1978
S53

4,955.90

2011年（耐震・屋上・外
壁)、2013年（体育館のみ
耐震・屋根・外壁）、2017
年（ﾄｲﾚ改修）

長沼小学校 学校教育課 直営 5
1985
S60

3,981.21 2018年（ﾄｲﾚ改修）

久下田小学校 学校教育課 直営 9
2008
H20

8,607.93 2017年（屋根）

物部小学校 学校教育課 直営 8
1981
S56

4,977.04

小学校
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図 4-2 学校施設の経過年数の状況          真岡東小学校 

  

施設類型
（中分類）

施設名 所管課 管理形態 棟数 建築年度
（最も古い建物）

総延床面積
（㎡）

大規模改修の履歴

真岡中学校 学校教育課 直営 23
1960
S35

12,002.58

2011年,2013年（耐震・屋
上・外壁)、2017年（ﾄｲﾚ改
修・柔剣道場のみ屋根）、
2018年（屋根）

真岡東中学校 学校教育課 直営 8
1980
S55

6,726.34
2010年（耐震・屋上・外
壁)、2018年（ﾄｲﾚ改修）

真岡西中学校 学校教育課 直営 6
1989
H1

7,538.00 2019年（ﾄｲﾚ改修）

大内中学校 学校教育課 直営 13
1970
S45

5,573.99

2009年（耐震・外壁）、
2012年（体育館のみ耐震・
屋根・外壁）、2013年（各
技場のみ耐震・屋根・外
壁）、2017年（ﾄｲﾚ改修）

山前中学校 学校教育課 直営 17
1978
S53

6,647.89
2010年（耐震・外壁）、
2011年（体育館のみ耐震・
外壁）、2018年（ﾄｲﾚ改修）

中村中学校 学校教育課 直営 22
1978
S53

7,018.10

2003年（体育館のみ屋根・
外壁）、2008年（柔剣道場
のみ屋根、校舎のみ耐
震・外壁）、2010年（体育
館のみ耐震・外壁）、2015
年（柔剣道場のみ耐震・外
壁）、2017年（ﾄｲﾚ改修・教
室棟のみ屋上）

長沼中学校 学校教育課 直営 12
1979
S54

4,921.23

2012年（耐震・屋上・外
壁)、2014年（体育館のみ
耐震・屋根・外壁）、2018
年（ﾄｲﾚ改修）

久下田中学校 学校教育課 直営 11
1970
S45

6,003.28
2012年（耐震・屋上・外
壁)、2014年（体育館のみ
耐震・屋根・外壁）

物部中学校 学校教育課 直営 10
1977
S52

5,654.67

2013年（耐震・外壁）、
2015年（体育館のみ耐震・
屋根・外壁）、2017年（ﾄｲﾚ
改修）

第一学校給食センター
第一学校給食セ
ンター

直営 7
1978
S53

1,975.35

第二学校給食センター
第二学校給食セ
ンター

直営 2
2002
H14

1,404.75

143,567.21

中学校

給食
センター

合　　　　　計
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③ 現状 

学校施設の現状を表 4-2 に整理します。 

表 4-2  学校施設の現状 

施設名称等 施設の現状 

小学校、 
中学校 

・平成 17（2005）年度から耐震補強工事を順次実施し、平成 27

（2015）年度までにすべての校舎及び体育館の耐震化が完了した。

また耐震補強工事に合わせて必要となる改修工事も実施している。 

・設備の経年劣化が進んでおり、平成 28（2016）年度から令和元

（2019）年度までトイレの洋式化及び給排水管の更新工事を実施

した。 

・平成 30（2018）年 4 月、山前小学校に山前南・東沼小学校を統

合した。 

・平成 30（2018）年 4 月、中村小学校に中村東・中村南小学校を

統合した。 

給食 
センター 

・第一学校給食センターは旧真岡市地区を、第二学校給食センターは

旧二宮町地区をそれぞれ担当している。 

・第一学校給食センターについては築 43 年が経過しており、令和 2

（2020）年度に整備基本計画を策定した。また、令和 7（2025）

年度に新センターの供用開始を予定している。 

・第二学校給食センターは令和 7 年度の新センターの供用開始に合わ

せ提供食数を増やすため、設備を増強する予定である。 

④ 今後の課題 

小・中学校は、全体に対して将来更新等費用の割合が高い（p.22 表 2-8 参照）

ことから、費用負担の平準化を図っていく必要があります。また、将来の児童・生徒

数の推移を考慮し、統廃合を含めた学校施設の配置と規模の適正化を図る必要があり

ます。 

学校施設については、令和 2 年度に策定した真岡市学校施設長寿命化計画に基づき、

計画的に改修、更新を推進していくことにより、老朽化が進んでいる施設の長寿命化

を図っていく必要があります。 

長期にわたり利用が見込まれる学校給食センターについては、計画的な点検・診断

等を実施し、より安全・安心なサービスの提供を維持する必要があります。 

⑤ 今後の予定等 

・学校給食センター再整備の推進 

・真岡市学校施設長寿命化計画の推進 
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(2) スポーツ施設 

① 配置状況 

スポーツ施設の配置状況を図 4-3 に示します。 

 

 
図 4-3  スポーツ施設の配置状況  
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② 基本情報 

スポーツ施設の基本情報を表 4-3 に示します。 

 

表 4-3  スポーツ施設の基本情報 

 

 
図 4-4 スポーツ施設の経過年数の状況        総合体育館   

     

  

施設類型
（中分類）

施設名 所管課 管理形態 棟数 利用者
（千人）

建築年度
（最も古い建物）

総延床面積
（㎡）

大規模改修の履歴

総合体育館 スポーツ振興課 直営 3 27
1976
S51

3,943.18
2004年（屋根）、
2018年（耐震補強、防水、
機器更新）

スポーツ交流館 スポーツ振興課 直営 1 24
1983
S58

4,990.10
2006年（旧スケートセン
ターを改修）

武道体育館 スポーツ振興課 直営 1 19
1986
S61

2,514.06

二宮体育館 スポーツ振興課 直営 2 2
1978
S53

1,679.84

物部地域体育館 スポーツ振興課 直営 1 1
1988
S63

728.00

総合運動公園 スポーツ振興課 直営 13 42
2012
H24

2,368.53

東運動場 スポーツ振興課 直営 1 2
1978
S53

172.00

北運動場 スポーツ振興課 直営 5 15
1980
S55

60.29

二宮運動場 スポーツ振興課 直営 6 14
1977
S52

177.14

16,633.14

運動場

合　　　　　計

体育館等
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③ 現状 

スポーツ施設の現状を表 4-4 に整理します。 

 

表 4-4 スポーツ施設の現状 

施設名称等 施設の現状 

体育館等 

・総合体育館は築 45 年が経過し、平成 28（2016）年度に耐震二次

診断を実施し、平成 30（2018）年度に耐震補強工事を実施した。 

・スポーツ交流館は、平成 18（2006）年度に旧スケートセンターを

改修した施設で、フットサル専用コートやダンス等に利用できる多

目的室を備えている。 

・附属体育館は、令和 2（2020）年度に解体した。 

運動場 

・総合運動公園や二宮運動場以外は無料で貸出ししている。東運動場、

北運動場、二宮運動場の建物及び設備については、全体的に経年劣

化が進んでおり、必要に応じて随時、修繕等を実施している。 

・総合運動公園は、平成 23（2011）年度から北ブロックの整備に着

手し、平成 26（2014）年度には、陸上競技場兼サッカー場を供用

開始した。平成 28（2016）年度には、多目的広場、子ども広場、

健康広場、相撲場を供用開始した。平成 29（2017）年度に弓道場

とクラブハウス、令和 30（2018）年度にテニスコート、乗り物エ

リアを供用開始した。また、民間活力導入手法を検討中である。 

④ 今後の課題 

体育館等施設のうち、総合体育館については、築 45 年が経過しているため、改修

工事を行う必要があります。 

総合運動公園の整備に伴い、重複する既存の施設については、再配置を推進する必

要があります。 

 

⑤ 今後の予定等 

・総合体育館の改修工事の推進 

・総合運動公園の民間活力導入手法の検討 

 

  



46 

(3) 社会⽂化施設 

① 配置状況 

社会文化施設の配置状況を図 4-5 に示します。 

 

 
図 4-5  社会⽂化施設の配置状況  
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② 基本情報 

社会文化施設の基本情報を表 4-5 に示します。 

 

表 4-5  社会⽂化施設の基本情報 

 
※自然教育センターと科学教育センターは、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、利用者数が

大幅に減少しています。 

 
      図 4-6 社会⽂化施設の経過年数の状況          市民会館 

  

施設類型
（中分類）

施設名 所管課 管理形態 棟数 利用者
（千人）

建築年度
（最も古い建物）

総延床面積
（㎡）

大規模改修の履歴

図書館 生涯学習課 指定管理者 2 98
1982
S57

2,555.41 1993年（増築）

市民会館 文化課 指定管理者 2 16
1974
S49

4,239.13
2013年（内・外壁、客席、
舞台設備）

久保講堂 文化課 直営 2 1
1986
S61

725.64

岡部記念館「金鈴荘」 文化課 直営 1 2
1899
M32

415.51 2012年（震災復旧工事）

二宮尊徳資料館 文化課 直営 3 2
2001
H13

317.79

桜町陣屋 文化課 直営 1 2
1988
S63

124.33

大内資料館 文化課 直営 5 0
1928
S3

395.63
1988年、2015年(耐震）、
2020年（屋根防水）

真岡市歴史資料保存館 文化課 直営 7 0
1989
H1

1,496.03

公民館本館 生涯学習課 指定管理者 1 13
1974
S49

1,254.80 2020年（空調改修）

公民館真岡西分館 生涯学習課 直営 1 14
1994
H6

1,128.64 2018年（EV・空調改修）

公民館山前分館 生涯学習課 直営 4 13
1981
S56

1,478.77 2016年（耐震・屋根等）

公民館大内分館 生涯学習課 直営 5 10
1986
S61

1,580.90

公民館中村分館 生涯学習課 直営 4 12
1985
S60

1,324.23

二宮コミュニティセンター 生涯学習課 直営 4 25
1997
H9

6,853.32
2011年（震災復旧工事）、
2020年（EV改修）

生涯学習館 生涯学習課 直営 2 2
1985
S60

2,013.30 2011年（震災復旧工事）

にのみや野外活動セン
ター

生涯学習課 直営 4 1
2003
H15

382.75

長沼会館 生涯学習課 直営 1 1
1982
S57

167.49

物部会館 生涯学習課 直営 1 1
1994
H6

260.01

青年女性会館（集会場） 生涯学習課 指定管理者 1 14
1979
S54

1,410.19 2011年（屋根防水）

自然教育センター 自然教育センター直営 9 0
1984
S59

4,179.19 2008年（空調改修）

科学教育センター 科学教育センター直営 1 1
1992
H4

3,544.46 2016年（EV改修）

35,847.52

図書館、
市民会館、
久保講堂
等

合　　　　　計

公民館、
二宮ｺﾐｭﾆ
ﾃｨｾﾝﾀｰ等

自然教育
ｾﾝﾀｰ、
科学教育
ｾﾝﾀｰ
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③ 現状 

社会文化施設の現状を表 4-6 に整理します。 

表 4-6 社会⽂化施設の現状 

施設名称等 施設の現状 

図書館 

・社会文化施設の中でも利用者が多く年間約 9.8 万人が利用している。 

・蔵書数は 205,713 冊（令和 3 年 3 月末）であり、図書等の貸出し

については、公民館真岡西分館図書室及び二宮図書館との相互利用

が可能となっている。 

・令和 7（2025）年 1 月に新庁舎周辺の複合交流拠点施設に移転予

定である。 

市民会館 

・コンサート等の自主事業や文化芸術活動の発表の施設として大・小

ホールを備えている。 

・東日本大震災の復旧工事に伴い、耐震補強、音響設備改修、バリア

フリー化、防水工事のほか、大ホールの客席改修（1,208 席から

1,109 席へ変更によるシートの大型化）等を実施し、平成 26

（2014）年 6 月にリニューアルオープンした。 

・令和 2（2020）年 4 月から、公民館本館・青年女性会館とともに

指定管理者による運営を開始した。 

久保講堂 

・昭和 13（1938）年に真岡小学校講堂として、遠藤新氏の設計によ

り建てられ、昭和 61（1986）年に現在地へ移築された。 

・平成 9（1997）年度に国登録有形文化財に指定された。 

・現在は、展示会などに利用されている。 

岡部 

記念館 

「金鈴荘」 

・明治中期に岡部呉服店 2 代目岡部久四郎氏によって建てられた木造

建築であり、別荘や割烹料理店を経て、平成 13（2001）年 1 月

に市へ寄贈された。 

・平成 12（2000）年 1 月に栃木県指定有形文化財（建造物）に指

定された。 

・平成 24（2012）年度に大規模修繕工事を実施した。 

・新庁舎周辺整備金鈴荘再整備事業により、敷地内通路を一般開放す

るため令和 4（2022）年度に付属する真岡市登録文化財である石

塀の耐震化、南門、南門から西門までの園路の改修工事を実施予定。 

二宮尊徳 

資料館、 

桜町陣屋 

・二宮尊徳資料館は、二宮尊徳の偉業を写真や資料等で紹介している

施設であり、尊徳直筆の書や使用していた陣笠、脇差なども展示さ

れている。 

・桜町陣屋の敷地は国指定史跡文化財として整備されており、尊徳が

居住していた陣屋については、平成 12（2000）年度に復元した。 

・令和 2・3（2020・2021）年度に保存活用計画を策定予定である。 

大内 

資料館 

・旧大内村役場の庁舎を資料館として利用している。 

・平成 11（1999）年 1 月に真岡市登録文化財に登録された。 

・市内で出土した土器・埴輪(はにわ)等の埋蔵文化財を展示している。 

真岡市 

歴史資料 

保存館 

・廃校となった旧物部小学校高田分校の校舎を利用している。 

・民俗資料としての古い農具や民具等を展示しており、小学校 3 年生

の社会科見学にも利用されている。 

公民館等 
・公民館本館及び各分館は、会議室、調理室を備えており、公民館真

岡西分館は図書室も備えている。 
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公民館等 

・山前、大内、中村の各地区にある公民館分館は、体育館及び本館で

構成されており、主に地区の住民に利用されている。 

・公民館山前分館については、平成 28（2016）年度に体育館の耐震

補強工事及び屋根・外壁等の補強工事を実施した。 

・青年女性会館は、会議室、ホール兼会議室を備えている。 

・公民館本館及び青年女性会館については、令和 2（2020）年 4 月

から、市民会館とともに指定管理者による運営を開始した。 

・長沼会館及び物部会館は、旧二宮町の公民館分館であったが、市町

合併時の再編により名称変更した。施設の貸出業務等の管理運営は

公民館二宮分館が担当し、定例団体等の活動に利用されている。 

二宮 

コミュニテ

ィセンター 

・平成 23（2011）年度に、旧二宮町庁舎であった建物を改修した施

設で、二宮支所、公民館二宮分館、地域包括支援センター「にのみ

や」や、二宮図書館、市民活動推進センター「コラボーレもおか」、

二宮土地改良区協議会が複合されている。 

・公民館二宮分館において、建物全体の維持管理を担当している。 

・令和 3（2021）年度に、設備の大規模改修計画を策定中である。 

生涯学習館 

・平成 26（2014）年度に、生涯学習の振興と市民自ら文化的教養を

高めることを支援するための施設として、改修と合わせて旧二宮文

化会館から名称を変更した。会議室や楽屋、多目的ホールのほか、

最大 1,000 席のコンサートホールを備えている。 

・全体的に設備の経年劣化が進んでいる（空調稼働不能）。 

にのみや 

野外活動 

センター 

・青少年の健全育成を目的に設置されたキャンプ場で、管理棟のほか、

炊事棟 1 棟、テントサイト 10 区画、野外炉 10 炉を備えている。 

自然教育 

センター 

・豊かな自然の中での集団宿泊活動を通し、心豊かでたくましい児童

生徒の育成を目的とした施設であり、宿泊室 10 室、天体観測室、

集会運動室、教養娯楽室、食堂、多目的ホールなどの屋内施設のほ

か、サッカー場、キャンプ場、野外炊事場、いかだ池などの野外施

設も備えている。 

・市内小学校 3、4、6 年生及び中学校 1、2 年生が授業の一環で利用

している。 

・高齢者の研修施設が併設されており、教養の向上や健康の増進を図

る活動のほか、児童生徒との交流事業も実施されている。 

科学教育 

センター 

・市内小中学校教員対象の理科に特化した研修施設であり、実験室や

プラネタリウムを備えている。 

・土曜日や夏休みを利用し、プラネタリウムの一般公開、及び市民を

対象とした実験教室等を開催している。 

④ 今後の課題 

施設の老朽化、安全性、稼働率、類似公共サービス施設の分布等を勘案し、これら

公共サービス施設のあり方について検討する必要があります。 

文化財的価値のある施設は、常に安全かつ清潔に保ちながら定期的な更新が求めら

れるため、一般的な施設よりもレベルの高い維持管理計画を検討する必要があります。 

⑤ 今後の予定等 

・図書館移転後の既存建物・土地の利活用方法の検討  
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(4) 児童施設 

① 配置状況 

児童施設の配置状況を図 4-7 に示します。 

 

 
図 4-7  児童施設の配置状況  
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② 基本情報 

児童施設の基本情報を表 4-7 に示します。 

 

表 4-7 児童施設の基本情報 

 

 
       図 4-8 児童施設の経過年数の状況         第二子育て支援センター 

 

  

施設類型
（中分類）

施設名 所管課 管理形態 棟数 建築年度
（最も古い建物）

総延床面積
（㎡）

大規模改修の履歴

真岡東小学校留守家庭
児童会館

保育課 その他 1
1987
S62

214.38 2017年（床）

真岡小学校留守家庭児
童会館

保育課 その他 1
1979
S54

196.02
2014年（耐震）、
2020年（床）

真岡西小学校留守家庭
児童会館

保育課 その他 1
1978
S53

196.00 2014年（耐震）

真岡保育所 保育課 直営 1
1999
H11

1,023.93 2019年（空調）

西田井保育所 保育課 直営 1
1972
S47

245.83 2014年（耐震）

中村保育所 保育課 直営 2
1997
H9

777.40 2019・2020年（空調）

物部保育所 保育課 直営 4
1970
S45

541.60 2014年（耐震）

真岡駅子ども広場 こども家庭課 指定管理者 1
1996
H8

1,654.25

第一子育て支援センター こども家庭課 直営 1
1980
S55

594.06

第二子育て支援センター こども家庭課 直営 1
2014
H26

178.98

5,622.45合　　　　　計

留守家庭
児童会館

保育所

子育て
支援ｾﾝﾀｰ
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③ 現状 

児童施設の現状を表 4-8 に整理します。 

 

表 4-8 児童施設の現状 

施設名称等 施設の現状 

留守家庭 

児童会館 

・放課後等における留守家庭児童の健全育成を目的としている。 

・真岡小学校及び真岡西小学校の留守家庭児童会館は平成 26

（2014）年度に耐震補強工事を実施した。 

・運営は民間に委託しており、利用者数は 3 施設ともに増加傾向にあ

る。 

・3 施設とも経年劣化が進んでいるが、補修により対応している。 

保育所 

・真岡保育所は築 22 年が経過し、屋根の防水や外壁の補修について

計画的な補修工事が必要な状況にある。 

・西田井保育所及び物部保育所は、平成 26（2014）年度に耐震補

強工事を実施したが、それぞれ築 49 年と築 51 年が経過しており、

劣化が著しく大規模修繕では対応しきれない状況にある。令和 3

（2021）年度に公立保育所再配置整備計画を策定し、令和 4

（2022）年度以降に事業者を公募する予定である。 

・中村保育所は築 24 年が経過し、屋根の防水や外壁の補修について

計画的な補修工事が必要な状況にある。 

子育て 

支援 

センター 

・就学前の子どもの健やかな成長を支援するための施設であり、親子

ふれあいの場や相談窓口、子育て情報等を提供するほか、親子交流

事業などのイベントも開催している。 

・第一子育て支援センターは、旧田町保育所を利用した築 41 年の施

設で、老朽化により修繕個所が増加している。また、平成 25

（2013）年度に実施した耐震一次診断においても、補強工事が必

要との結果が出ている。令和 6 年 10 月に新庁舎周辺の複合交流拠

点施設に移転し、その後解体予定である。 

・第二子育て支援センターは、シルバーサロンと併設されており、各

種イベントを通しての世代間交流等も相乗効果として期待されて

いる。 

・真岡駅子ども広場は、情報センターを改修し、令和 2（2020）年

1 月に屋内遊戯施設としてリニューアルオープンした。指定管理者

が運営を行っている。 

④ 今後の課題 

保育所については、少子高齢化や人口減少の進行が想定されるため、老朽化した施

設の統廃合を推進する必要があります。また、既存の保育所を含め、民営化への移行

についても検討する必要があります。 

 

⑤ 今後の予定等 

・保育所における統廃合及び民営化の推進 

・第一子育て支援センターの移転等の推進、移転後の既存建物・土地の有効利用 
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(5) 福祉施設 

① 配置状況 

福祉施設の配置状況を図 4-9 に示します。 

 

 
図 4-9  福祉施設の配置状況  
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② 基本情報 

福祉施設の基本情報を表 4-9 に示します。 

 

表 4-9 福祉施設の基本情報 

 

 
図 4-10 福祉施設の経過年数の状況           真岡井頭温泉 

 

③ 現状 

福祉施設の現状を表 4-10 に整理します。 

 

表 4-10 福祉施設の現状 

施設名称等 施設の現状 

保健 

センター、 

シルバー人

材センター 

・総合福祉保健センターは、各種健康診断や予防接種などを実施する

保健施設であり、社会福祉協議会、障害児者相談支援センターなど

を設置している。平成 26（2014）年度に冷暖房設備改修工事、平

成 27（2015）年度に屋上防水工事及び外壁補修工事を実施した。 
・二宮保健センターは、令和 3（2021）年度に真岡事務所に移転・

統合し（備蓄倉庫は二宮コミュニティセンターに移転）、令和 5
（2023）年度に解体予定である。 

・シルバー人材センターは、総合福祉保健センターの別棟として建設
した施設で、事務所のほか、作業所を兼ねた会議室を備えている。 

施設類型
（中分類）

施設名 所管課 管理形態 棟数 利用者
（千人）

建築年度
（最も古い建物）

総延床面積
（㎡）

大規模改修の履歴

総合福祉保健センター 社会福祉課 直営 1 -
1982
S57

1,147.94
2014年（設備）、2015年
（屋上防水・外壁）

二宮保健センター 社会福祉課 直営 1 -
1980
S55

534.58

シルバー人材センター 社会福祉課 直営 1 -
1985
S60

240.10

真岡さくら作業所 社会福祉課 その他 1 -
1997
H9

238.22

真岡市こども発達支援セ
ンターひまわり園

社会福祉課 直営 1 -
1989
H1

1,243.02

シルバーサロン いきいき高齢課 直営 1 -
2014
H26

172.24

健康増進施設（真岡井頭
温泉）

プロジェクト推進
室

指定管理者 5 150
1995
H7

5,398.20

2014年（設備）、2015年
（浄化槽・機械室設備）、
2016年（本館改修）、2016
～2020年（浄化槽、機械
室設備）

真岡市休日夜間急患診
療所

健康増進課 直営 1 3
2018
H30

197.33

9,171.63合　　　　　計

総合福祉
保健ｾﾝﾀｰ
等

井頭温泉
等
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さくら 

作業所 

・事業就労継続支援Ｂ型事業を運営する福祉施設であり、各種作業等

を通して障がい者の社会参加や一般就労等に向けた支援を目的とし

ている。 

・建物の老朽化に伴い、令和 8（2026）年度までに他施設へ移転し、

現在の建物を解体予定である。 

ひまわり園 

・旧真岡コンピュータ・カレッジの食堂及び体育館を改修した施設で、

心身に発達の遅れがあると思われる乳幼児や児童生徒を対象に、心

身の成長及び発達を促すための支援を目的としている。 

・児童発達支援センター化を検討する予定である。 

老人憩の家 ・令和元（2019）年度に、井頭温泉へ機能を移転し、解体した。 

シルバー 

サロン 

・高齢者が気軽に立ち寄れる交流と憩いの場として平成 26（2014）

年度に整備した施設であり、「コットン・カフェ in 大谷台町」の愛

称で親しまれている。 

・第二子育て支援センターと併設されており、各種イベントを通して

の世代間交流なども相乗効果として期待されている。 

井頭温泉 

・露天風呂やバーデ・プールなどを備えた北関東最大級の公営温泉施

設であり、フィットネスジムや宿泊できる研修交流施設を併設して

いる。 

・平成 21（2009）年度に策定した中長期修繕計画に基づき、毎年度

ろ過設備の修繕を実施している。 

・施設及び設備等の老朽化に伴い、リニューアル等の改修方法につい

て検討を進めている。 

真岡市休日

夜間急患診

療所 

・芳賀赤十字病院の移転新築にあわせて、病院の敷地内に平成 31 年

4 月に開院した真岡市が運営する施設である。 

・かかりつけ医や一般診療所等の診療が行われていない休日や夜間に

おいて、軽症の患者に対する初期救急を行っている。 

④ 今後の課題 

総合福祉保健センターは、機能の再編を推進する必要があります。 

真岡さくら作業所は、建物の老朽化に伴い、移転先を検討する必要があります。 

ひまわり園は、障がい福祉計画に基づき、児童発達支援センター化を検討し、必要

に応じて改修等を実施する必要があります。 

 

⑤ 今後の予定等 

・総合福祉保健センターの再編整備の推進 

・真岡さくら作業所の移転先の検討 

・ひまわり園の児童発達支援センター化の推進 
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(6) 広域対応施設 

① 配置状況 

広域対応施設の配置状況を図 4-11 に示します。 

 

 
図 4-11  広域対応施設の配置状況  
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② 基本情報 

広域対応施設の基本情報を表 4-11 に示します。 

 

表 4-11 広域対応施設の基本情報 

 

 
図 4-12 広域対応施設の経過年数の状況        根本山自然観察センター 

 

③ 現状 

広域対応施設の現状を表 4-12 に整理します。 

 

表 4-12 広域対応施設の現状 

施設名称等 施設の現状 

リサイクル

センター 

・旧清掃センターは芳賀地区エコステーションの完成に伴い、平成 29

（2017）年度に解体した。 

・跡地は平成 31（2019）年 4 月にリサイクルセンター（発酵棟）

を建設し、稼働を開始した。 

環境保全 

センター 

・浸出水の処理施設を備えた最終処分場であり、芳賀地区エコステー

ションで発生する焼却灰等を受け入れている。 

・平成 28（2016）年 12 月末で焼却灰の搬入が終了しており、令和

3（2021）年度の解体を予定している。 

根本山 

自然観察 

センター 

・「根本山ふるさといきものふれあいの里」の中核施設として、展示室

やレクチャールーム等を備えている。 

・季節ごとに見られる動植物の写真展示や自然情報の提供、観察用具

の貸出しなどを行っている。幼稚園、小学校、ボーイスカウト等の

団体利用の自然観察ガイドにも対応している。 

・休日等には自然体験教室や動植物の観察会も開催している。 

・築 32 年が経過し、展示施設等の経年劣化が進んでいる。 

施設類型
（中分類）

施設名 所管課 管理形態 棟数 利用者
（千人）

建築年度
（最も古い建物）

総延床面積
（㎡）

大規模改修の履歴

リサイクルセンター 環境課 指定管理者 4 -
1995
H7

2,426.26

環境保全センター 環境課 直営 1 -
1992
H4

97.50

根本山自然観察センター 環境課 直営 11 7
1989
H1

680.33 2002年（屋根・外壁・内装）

鬼怒水辺観察センター 環境課 直営 1 1
2000
H12

100.80

3,304.89合　　　　　計

ﾘｻｲｸﾙ
ｾﾝﾀｰ、
環境保全
ｾﾝﾀｰ

根本山
自然観察
ｾﾝﾀｰ等
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鬼怒 

水辺観察 

センター 

・鬼怒水辺観察緑地の管理事務所であり、自然観察やバードウォッチ

ング等の事前学習の場として利用されている。災害用物質を備蓄す

る真岡防災ステーションやヘリポートが併設されており、市の防災

センターも兼ねている。 

・毎週水・土・日曜日及び祝日に開館している。 

・築 20 年が経過し、展示施設等の経年劣化が進んでいる。 

④ 今後の課題 

廃止を予定している施設は、跡地利用等を検討する必要があります。また、根本山

自然観察センター及び鬼怒水辺観察センターは、現施設の長寿命化や経費削減等を実

施し、適切に維持管理していく必要があります。 

 

⑤ 今後の予定等 

・環境保全センター跡地の有効利用の推進 
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(7) ⾏政施設 

① 配置状況 

行政施設の配置状況を図 4-13 に示します。 

 

 
図 4-13  ⾏政施設の配置状況  
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② 基本情報 

行政施設の基本情報を表 4-13 に示します。 

 

表 4-13 ⾏政施設の基本情報 

 

 

図 4-14 ⾏政施設の経過年数の状況            新庁舎 

  

施設類型
（中分類）

施設名 所管課 管理形態 棟数 建築年度
（最も古い建物）

総延床面積
（㎡）

大規模改修の履歴

本庁舎 財政課 直営 8
1957
S32

5,404.90

新庁舎 財政課 その他 1
2020
R2

13,770.22

芳賀地区広域行政セン
ター

財政課 直営 5
1989
H1

2,162.81

真岡駅 総合政策課 その他 5
1996
H8

1,054.99

西田井駅 総合政策課 直営 1
1997
H9

90.88

久下田駅（さくらホール） 総合政策課 直営 1
1993
H5

278.33

真岡鐵道倉庫（久下田） 総合政策課 直営 1
1981
S56

143.00

シルバー西側事務所 社会福祉課 直営 1
1991
H3

157.94

屋台保存館 財政課 直営 1
1997
H9

72.58

旧長沼北小学校 財政課 その他 4
1986
S61

2,466.90

旧長沼地域体育館 財政課 その他 1
1987
S62

835.10

旧山前南小学校 財政課 直営 7
1980
S55

2,927.00
2009年（体育館のみ屋
根）

旧東沼小学校 財政課 直営 8
1980
S55

2,708.80
2014年（体育館のみ耐
震・屋根・外壁）

旧中村東小学校 財政課 直営 5
1982
S57

3,270.00

旧中村南小学校 財政課 直営 6
1986
S61

2,970.03

田町業務員控室 建設課 直営 4
2010
H22

123.16

田町東側倉庫 財政課 直営 2
1985
S60

213.58

田町イベント用資材倉庫 商工観光課 直営 1
1990
H2

204.03

田町文化財倉庫 文化課 直営 1
1989
H1

337.10

文書保存倉庫 総務課 直営 1
1999
H11

415.86

市長車等車庫棟 財政課 直営 1
2018
H30

149.04

39,756.25合　　　　　計

市庁舎

芳賀地区
広域行政
ｾﾝﾀｰ等
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③ 現状 

行政施設の現状を表 4-14 に整理します。 

表 4-14 ⾏政施設の現状 

施設名称等 施設の現状 

本庁舎 

・新庁舎 

・本庁舎は、昭和 32（1957）年度竣工の建物であり、新庁舎の建設

に伴い、令和 3（2021）年度に解体した。 

・新庁舎は、令和 2（2020）年度に供用開始した。 

・建設部棟、教育委員会棟、水道庁舎は、令和 2（2020）年度に解

体した。 

芳賀地区 

広域行政 

センター 

・旧真岡コンピュータ・カレッジの校舎は、平成 23 年 3 月の廃校に

伴い市が譲渡を受け、平成 24 年度から芳賀地区広域行政事務組合

へ無償で貸出しているが、光熱水費及び修繕費については、負担金

として使用面積の按分により徴収している。 

・現在、芳賀地区広域行政事務組合の組織再編等により、一部におい

て空き教室が生じている。 

旧長沼北 

小学校 

・平成 20（2008）年 3 月に閉校となった校舎で、現在は災害備蓄

倉庫や各課の備品保管庫として利用している。 

・体育館は、地域の体育館として利用されているほか、災害避難場所

にも指定されており、校庭はドクターヘリの発着所となっている。 

・令和元（2019）年 7 月から、障害福祉サービス事業者に施設を貸

し付けて事業を開始している。 

旧長沼地域

体育館 

<分類変更> 

・令和 2（2020）年 10 月から、障害者福祉サービス事業所兼地域

コミュニティ施設として民間事業者に施設を貸し付けている。 

旧小学校 

（ 旧 山 前

南、旧東沼、

旧中村東、

旧中村南） 

・平成 30（2018）年の小学校の統廃合により、廃校となった。 

・旧中村東小学校は、令和 3（2021）年 10 月より日本語学校を開

校した。 

・旧山前南小学校、旧東沼小学校、旧中村南小学校については、民間

事業者へのサウンディング調査を実施し、利活用事業者の公募を開

始し、事業者の選定を行う。 

文書保存倉

庫 

・令和元（2019）年度にリース期間満了に伴い、無償で譲り受けた。 

④ 今後の課題 

芳賀地区広域行政センターについては、空き教室が生じているため、余裕スペース

の有効活用を検討する必要があります。 

未利用施設について、公的利用が見込める施設は民間活力も含めた利活用を推進し、

公的な利用が見込めない施設は売却等による処分も検討する必要があります。 

 

⑤ 今後の予定等 

・芳賀地区広域行政センターの有効活用 

・未利用施設における有効活用及び処分の推進  
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(8) 集会施設 

① 配置状況 

集会施設の配置状況を図 4-15 に示します。 

 

 
図 4-15  集会施設の配置状況 
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② 基本情報 

集会施設の基本情報を表 4-15 に示します。 

 

表 4-15 集会施設の基本情報 

 

 

図 4-16 集会施設の経過年数の状況         二宮尊徳物産館   

 

③ 現状 

集会施設の現状を表 4-16 に整理します。 

 

表 4-16 集会施設の現状 

施設名称等 施設の現状 

二宮尊徳 

物産館 

・道の駅にのみやの敷地内にあり、地元の農産物や特産品を販売して

いるほか、食堂やスイーツ工房を備えている。 

・令和 2（2020）年 3 月にリニューアルオープンし、新たにベーカ

リーショップを展開している。 

・年間約 28 万人が利用している。 

農産物販売

交流施設い

がしら（あ

ぐ里っ娘） 

・井頭温泉及び井頭公園に隣接した立地条件を生かし、地元の農産物

や特産品を販売しているほか、来場者等が利用できる交流スペース

を備えている。 

・年間約 16 万人が利用している。 

久下田駅前

どんとこい

広場 

<分類変更> 

・産業振興や地域交流を目的とした施設で、展示棟、情報館、交流広

場で構成されており、地元商工会の展示販売やイベントで利用され

ている。平成 26（2014）年度に防音工事を実施した。 

・情報館をまちなか保健室として運用することを検討している。 

  

施設類型
（中分類）

施設名 所管課 管理形態 棟数 利用者
（千人）

建築年度
（最も古い建物）

総延床面積
（㎡）

大規模改修の履歴

二宮尊徳物産館 農政課 指定管理者 1 285
2020
R2

805.32

農産物販売交流施設い
がしら（あぐ里っ娘）

農政課 指定管理者 2 159
2007
H19

546.36

農産物直売所兼集会所 農政課 その他 1 -
1993
H5

112.62

久下田駅前どんとこい広場 商工観光課 指定管理者 1 3
2001
H13

400.30

1,864.60合　　　　　計

二宮尊徳
物産館、
あぐ里っ娘
等
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④ 今後の課題 

農産物販売交流施設いがしら（あぐ里っ娘）や農産物直売所兼集会所については、

今後の建物・設備等の経年劣化に対応する必要があります。 

 

⑤ 今後の予定等 

・久下田駅前どんとこい広場の活用方法の検討  
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(9) 公営住宅 

① 配置状況 

公営住宅の配置状況を図 4-17 に示します。 

 

 
図 4-17  公営住宅の配置状況  
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② 基本情報 

公営住宅の基本情報を表 4-17 に示します。 

 

表 4-17 公営住宅の基本情報 

 

 
         図 4-18 公営住宅の経過年数の状況        東郷市営住宅 

  

施設類型
（中分類）

施設名 所管課 管理形態 棟数 建築年度
（最も古い建物）

総延床面積
（㎡）

大規模改修の履歴

東郷市営住宅 建設課 直営 10
1981
S56

11,167.29
2011～2015年（外壁）
2018～2020年（排水設備）
2020年（空き部屋改修）

高間木市営住宅 建設課 直営 3
1989
H1

2,447.18 2013年（屋根）

中丸市営住宅 建設課 直営 1
1991
H3

823.90 2014年（屋根）

三ノ宮市営住宅 建設課 直営 4
1999
H11

4,260.76

さくら市営住宅 建設課 直営 2
1988
S63

1,590.44 2016年（外壁）

錦町市営住宅 建設課 直営 5
2000
H12

3,839.84

久松町市営住宅 建設課 直営 21
1964
S39

5,014.43

大谷台市営住宅 建設課 直営 1
2014
H26

3,796.34 2019・2020年（排水管）

32,940.18合　　　　　計

公営住宅
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③ 現状 

公営住宅の現状を表 4-18 に整理します。 

 

表 4-18 公営住宅の現状 

④ 今後の課題 

将来の人口減少や少子高齢化、民間賃貸住宅の空き状況等を踏まえた上で予測され

る公営住宅の需要に基づき、供給計画を策定する必要があります。 

また、耐用年数が経過し更新の時期を迎えた住宅は、建替えや他団地への統合を図

るとともに、比較的新しく安全性や居住性が備わった住宅は、予防保全的な維持管理

及び耐久性向上のための修繕等を実施し、長寿命化及びライフサイクルコストの縮減

を図る必要があります。 

 

⑤ 今後の予定等 

・指定管理者制度の導入の検討 

  

施設名称等 施設の現状 

公営住宅 

・大田山市営住宅は、平成 28（2016）年度に解体した。 
・久松町市営住宅は老朽化により募集を停止しており、現在、建替え

方針を検討中である。 
・東郷市営住宅は、耐用年数の概ね 2 分の 1 が経過しており、給排水

管の老朽化による修繕件数が増加している。 
・平成 31（2019）年度に改訂された公営住宅等長寿命化計画に基づ

き、中長期的な維持管理に努めている。 

・公営住宅全体の近年の申込み状況については、応募倍率が 2 倍前後

と減少傾向にある。また、市街地から離れている三ノ宮市営住宅及

び東郷市営住宅は、特に倍率が低い傾向にある。 

・大谷台市営住宅及び錦町市営住宅には、1 棟追加できる広さの用地

がそれぞれ確保されている。 

・公営住宅全般における指定管理者制度の導入を検討している。 
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(10) 消防施設 

① 配置状況 

消防施設の配置状況を図 4-19 に示します。 

 

 
図 4-19  消防施設の配置状況  
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② 基本情報 

消防施設の基本情報を表 4-19 に示します。 

 

表 4-19 消防施設の基本情報 

 
  

施設類型
（中分類）

施設名 所管課 管理形態 棟数 建築年度
（最も古い建物）

総延床面積
（㎡）

大規模改修の履歴

第１分団第１部消防会館 くらし安全課 直営 1
1977
S52

48.10

第１分団第２部消防会館 くらし安全課 直営 1
1995
H7

86.72

第１分団第３部消防会館 くらし安全課 直営 1
1985
S60

61.56

第１分団第４部消防会館 くらし安全課 直営 1
2016
H28

88.05

第１分団第５部消防会館 くらし安全課 直営 1
2011
H23

89.21

第２分団第１部消防会館 くらし安全課 直営 1
1989
H1

86.72

第２分団第２部消防会館 くらし安全課 直営 1
1993
H5

86.72

第２分団第３部消防会館 くらし安全課 直営 1
1990
H2

86.72

第３分団第１部消防会館 くらし安全課 直営 1
1990
H2

86.72

第３分団第２部消防会館 くらし安全課 直営 1
1991
H3

86.72

第３分団第３部消防会館 くらし安全課 直営 1
1989
H1

86.72

第４分団第１部消防会館 くらし安全課 直営 1
1992
H4

86.72

第４分団第２部消防会館 くらし安全課 直営 1
1991
H3

86.72

第４分団第３部消防会館 くらし安全課 直営 1
1993
H5

86.72

第５分団第１部消防会館 くらし安全課 直営 1
1997
H9

79.90

第５分団第２部消防会館 くらし安全課 直営 1
2009
H21

89.21

第５分団第３部消防会館 くらし安全課 直営 1
1988
S63

59.21

第６分団第１部消防会館 くらし安全課 直営 1
1993
H5

66.25

第６分団第２部消防会館 くらし安全課 直営 2
1966
S41

69.81

第６分団第３部消防会
館・高田水防倉庫

くらし安全課 直営 1
1994
H6

92.73

第６分団第４部消防会館 くらし安全課 直営 1
1990
H2

66.25

第７分団第１部消防会館 くらし安全課 直営 1
1992
H4

66.25

第７分団第２部消防会館 くらし安全課 直営 1
1995
H7

79.90

第７分団第３部消防会館 くらし安全課 直営 1
2009
H21

89.21

長沼水防倉庫 くらし安全課 直営 1
1964
S39

33.04

真岡市防災倉庫 くらし安全課 直営 1
2020
R2

450.00

2,395.88合　　　　　計

消防会館、
水防倉庫
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      図 4-20 消防施設の経過年数の状況       第 1 分団第 5 部消防会館 

 

③ 現状 

消防施設の現状を表 4-20 に整理します。 

 

表 4-20 消防施設の現状 

施設名称等 施設の現状 

消防会館、 

水防倉庫 

・会議室や車庫、倉庫としての機能を備えており、各地域の消防団が

利用している。 

・現在、築 30 年を超える建物は 12 棟あり、いずれも老朽化が進ん

でいる。 

・修繕及び建替え等については、劣化等の状況で判断し、可能な範囲

で順次実施している。 

・令和 2（2020）年度に真岡市防災倉庫を新設した。 

・長沼水防倉庫については、物品の移転先を検討中である。 

④ 今後の課題 

老朽化の進んでいる施設については、将来更新等費用を考慮しながら計画的に修繕

及び建替え等を実施していく必要があります。 

 

⑤ 今後の予定等 

・消防会館の修繕及び建替え等を順次実施予定 

・長沼水防倉庫の物品の移転先の検討 
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(11) 観光施設 

① 配置状況 

観光施設の配置状況を図 4-21 に示します。 

 

 
図 4-21  観光施設の配置状況  
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② 基本情報 

観光施設の基本情報を表 4-21 に示します。 

 

表 4-21 観光施設の基本情報 

 

 

      図 4-22 観光施設の経過年数の状況          真岡木綿会館 

 

③ 現状 

観光施設の現状を表 4-22 に整理します。 

 

表 4-22 観光施設の現状 

施設名称等 施設の現状 

観光施設 

・真岡木綿会館は、市の特産品である真岡木綿の工房であり、糸紡ぎ

や生産工程が見学できるほか、機織りや染色の体験ができる施設で

ある。平成 31 年（2019）年 4 月に販売機能を備えたショップを

増築し、リニューアルオープンした。 
・久保記念観光文化交流館は、平成 26（2014）年 10 月にオープン

した施設であり、施設内は久保記念館、美術品展示館、観光まちづ
くりセンター、観光物産館やレストランなどで構成されている。 
平成 28（2016）年 8 月に「さだじろう記念館」の愛称が公募に
より決定した。令和元（2019）年度に屋内イートインスペースを
増築した。 

・SL キューロク館は、平成 25（2013）年 4 月にオープンした SL
形の展示施設であり、空気圧を利用して自走する 9600 形 SL のほ
か、D51 型 SL、客車、車掌車、貨物車などが展示されている。 

・勤労者研修交流施設「井頭温泉チャットパレス」は、井頭温泉に併
設した宿泊できる交流施設であり、客室のほか最大 100 名利用の
研修室等を備えている。施設及び設備等の老朽化に伴い、リニュー
アル等の改修方法について検討を進めている。 

施設類型
（中分類）

施設名 所管課 管理形態 棟数 利用者
（千人）

建築年度
（最も古い建物）

総延床面積
（㎡）

大規模改修の履歴

真岡木綿会館 商工観光課 指定管理者 2 8
2007
H19

457.44 2019年（施設増築）

久保記念観光文化交流
館

商工観光課 指定管理者 6 16
1899
M32

746.65 2014年（施設改修）

SLキューロク館 商工観光課 指定管理者 2 96
2013
H25

674.87

勤労者研修交流施設「井
頭温泉チャットパレス」

プロジェクト推進
室

指定管理者 2 3
1999
H11

2,512.36
2013年（客室系空調設備
改修）

お休み処もめん茶屋 商工観光課 指定管理者 1 6
2017
H29

56.30

4,447.62合　　　　　計

真岡木綿
会館、
久保記念
観光文化
交流館等
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④ 今後の課題 

観光施設は、本市を PR するための重要な地域資源であり、本市を訪れる観光客に

供する集客施設として、常に施設の損傷等がないよう安全面に注意を払いながら、適

正な維持管理に努め、施設の長寿命化を図っていく必要があります。 

 

⑤ 今後の予定等 

・まちのお休み処もめん茶屋のリニューアル 
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(12) 公園施設 

① 配置状況 

公園トイレ、あずまや、公衆便所等は、合計で 112 カ所あるため、図については

省略します。 

 

② 基本情報 

公園施設の基本情報を表 4-23 に示します。 

 

表 4-23 公園施設の基本情報 

 
  

施設類型
（中分類）

施設名 所管課 管理形態 棟数 建築年度
（最も古い建物）

総延床面積
（㎡）

大規模改修の履歴

大谷台公園
スポーツ振興
課・都市計画課

直営 2
1969
S44

29.05

勝瓜公園
スポーツ振興
課・都市計画課

直営 3
1974
S49

19.82

真岡市民公園 スポーツ振興課 直営 3
1978
S53

35.15

京の泉公園 農政課 直営 3
2000
H12

25.36

大根田公園 農政課 直営 2
2004
H16

7.25

下物井公園 農政課 直営 2
1997
H9

14.21

四季の里公園 農政課 直営 1
1999
H11

6.24

せせらぎ公園 農政課 直営 1
1999
H11

6.24

西田井駅前公園 農政課 直営 4
1996
H8

44.15

両沼公園 農政課 直営 2
2011
H23

24.47

仏生寺公園 農政課 直営 1
1993
H5

4.15

長瀬公園 都市計画課 直営 1
1991
H3

17.50

口ノ町公園 都市計画課 直営 2
1983
S58

12.80

美麗島公園 都市計画課 直営 2
1986
S61

12.80

小谷公園 都市計画課 直営 1
1995
H7

2.16

蓮沼公園 都市計画課 直営 1
1998
H10

6.19

城山公園 都市計画課 直営 6
1974
S49

143.68

あずま公園 都市計画課 直営 1
1969
S44

4.69

こざくら公園 都市計画課 直営 1
1981
S56

4.70

わらべ公園 都市計画課 直営 1
1981
S56

4.69

東田公園 都市計画課 直営 1
2000
H12

10.00

南台公園 都市計画課 直営 2
1978
S53

17.65

西の台公園 都市計画課 直営 1
1978
S53

36.11

向原公園 都市計画課 直営 1
1998
H10

6.19

寺久保公園 都市計画課 直営 2
1977
S52

13.69

公園ﾄｲﾚ、
あずまや、
公衆便所
等
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施設類型
（中分類）

施設名 所管課 管理形態 棟数 建築年度
（最も古い建物）

総延床面積
（㎡）

大規模改修の履歴

高勢中央公園 都市計画課 直営 1
1979
S54

36.11

高勢南公園 都市計画課 直営 1
1982
S57

4.90

稲荷山公園 都市計画課 直営 1
1981
S56

36.11

泉公園 都市計画課 直営 2
1984
S59

12.80

中ノ宿公園 都市計画課 直営 2
1986
S61

31.20

五料公園 都市計画課 直営 2
1983
S58

12.80

駒塚公園 都市計画課 直営 2
1983
S58

13.90

古聖公園 都市計画課 直営 2
1982
S57

13.90

大谷公園 都市計画課 直営 2
1998
H10

11.95

大谷東公園 都市計画課 直営 1
1997
H9

6.19

大谷北公園 都市計画課 直営 1
1997
H9

6.19

八幡公園 都市計画課 直営 1
1997
H9

6.19

北浦公園 都市計画課 直営 1
1995
H7

6.19

大塚公園 都市計画課 直営 1
1991
H3

40.57

上ノ台公園 都市計画課 直営 1
1994
H6

1.47

上高間木公園 都市計画課 直営 1
1995
H7

6.19

前畑公園 都市計画課 直営 1
1994
H6

3.79

西丁田公園 都市計画課 直営 1
1989
H1

41.72

新高間木公園 都市計画課 直営 1
1989
H1

40.57

中丸公園 都市計画課 直営 1
1992
H4

8.91

坪篭加公園 都市計画課 直営 1
1991
H3

5.04

西真岡公園 都市計画課 直営 2
1995
H7

45.02

草倉公園 都市計画課 直営 1
1994
H6

8.00

熊倉公園 都市計画課 直営 3
1999
H11

48.19

太子堂公園 都市計画課 直営 2
1998
H10

19.80

東前公園 都市計画課 直営 1
2004
H16

7.40

下高間木公園 都市計画課 直営 1
2002
H14

1.70

久保公園 都市計画課 直営 1
2004
H16

3.60

南原公園 都市計画課 直営 1
2003
H15

7.40

戌亥公園 都市計画課 直営 2
2008
H20

14.03

和田台公園 都市計画課 直営 1
2008
H20

5.03

大久保中央公園 都市計画課 直営 3
2009
H21

32.07

鏡田公園 都市計画課 直営 1
2005
H17

7.40

公園ﾄｲﾚ、
あずまや、
公衆便所
等
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施設類型
（中分類）

施設名 所管課 管理形態 棟数 建築年度
（最も古い建物）

総延床面積
（㎡）

大規模改修の履歴

五行わらべ公園 都市計画課 直営 1
2007
H19

7.40

阿陣屋公園 都市計画課 直営 1
2007
H19

7.40

東光寺公園 都市計画課 直営 1
2005
H17

7.40

穴川公園 都市計画課 直営 1
2008
H20

2.13

郷志谷公園 都市計画課 直営 1
2002
H14

1.70

中道公園 都市計画課 直営 1
2007
H19

7.40

東原公園 都市計画課 直営 1
2001
H13

1.75

愛宕公園 都市計画課 直営 1
2006
H18

7.40

御新田公園 都市計画課 直営 1
2008
H20

6.25

並木内公園 都市計画課 直営 1
2009
H21

6.25

松山公園 都市計画課 直営 1
1995
H7

8.28

牧ヶ丘公園 都市計画課 直営 1
1993
H5

4.69

三ツ谷公園 都市計画課 直営 1
1967
S42

10.56

北原公園 都市計画課 直営 2
2008
H20

14.03

久下田駅前公園 都市計画課 直営 1
1980
S55

14.44

西木戸公園 都市計画課 直営 1
1992
H4

25.00

西山公園 都市計画課 直営 1
1991
H3

25.00

富士山公園 都市計画課 直営 1
1992
H4

1.50

春来公園 都市計画課 直営 3
1983
S58

54.17

久下田公園 都市計画課 直営 2
1997
H9

39.56

寺山公園 都市計画課 直営 1
2000
H12

3.60

桜町史跡公園 都市計画課 直営 2
1994
H6

41.29

沼尻公園 都市計画課 直営 2
2000
H12

14.67

西沼公園 都市計画課 直営 2
2000
H12

14.67

さくら公園 都市計画課 直営 1
1999
H11

24.75

オオムラサキ公園 都市計画課 直営 3
1997
H9

23.76

鬼怒さくら公園 都市計画課 直営 1
1991
H3

19.95

大沼公園 都市計画課 直営 1
2011
H23

6.25

長田公園 都市計画課 直営 2
2013
H25

26.82

鬼怒川河川敷緑地公園 都市計画課 直営 1
2003
H15

12.50

赤堀川水辺公園 学校教育課 直営 1
2003
H15

7.25

西田井駅公衆便所 総合政策課 直営 1
1997
H9

30.84

公園ﾄｲﾚ、
あずまや、
公衆便所
等
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図 4-23 公園施設の経過年数の状況 

  

施設類型
（中分類）

施設名 所管課 管理形態 棟数 建築年度
（最も古い建物）

総延床面積
（㎡）

大規模改修の履歴

台ノ山広場公衆便所 都市計画課 直営 1
1981
S56

4.69

宮通公衆便所 都市計画課 直営 1
1991
H3

26.12

門前公衆便所 都市計画課 直営 1
1970
S45

6.32

荒町（寿町）公衆便所 都市計画課 直営 1
1974
S49

6.92

真岡駅西口公衆便所 総合政策課 直営 1
1993
H5

24.60

北真岡駅公衆便所 総合政策課 直営 1
2018
H30

11.61

北山駅前公衆便所 総合政策課 直営 1
1988
S63

24.84

君島地区公衆便所
都市計画課・
建設課

直営 2
1995
H7

25.79

寺内駅前公衆便所 総合政策課 直営 1
1996
H8

17.50

南高岡地区公衆便所 都市計画課 直営 1
1993
H5

10.35

長田霊園 環境課 直営 2
1993
H5

14.60

大久保川河川環境保全
便所

環境課 直営 1
2005
H17

26.45

自転車置場（西田井駅構
内）

総合政策課 直営 1
1976
S51

48.00

自転車置場（寺内駅構
内）

総合政策課 直営 1
1975
S50

32.40

真岡市ケーブルテレビ施
設シェルター

情報政策課 指定管理者 4
2014
H26

76.08

西田井グリーンセンター 都市計画課 直営 2
1999
H11

53.30

二宮東部運動場 スポーツ振興課 直営 1
1979
S54

28.93

五行川ポケットパーク 建設課 直営 3
2015
H27

14.42

台町ポケットパーク 建設課 直営 2
2017
H29

22.63

亀山北公園 都市計画課 直営 2
2017
H29

22.64

萩田公園 都市計画課 直営 1
2020
R2

6.47

下籠谷大野公園 都市計画課 直営 2
2020
R2

14.50

2,053.09合　　　　　計

公園ﾄｲﾚ、
あずまや、
公衆便所
等
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③ 現状 

公園施設の現状を表 4-24 に整理します。 

 

表 4-24 公園施設の現状 

施設名称等 施設の現状 

公園 

トイレ、 

あずまや、 

公衆便所等 

・トイレやあずまや等、建築物がある施設を公園施設として分類して

いる。 

・全体のうち、築 30 年を経過する建物は 54 棟あり、老朽化が進ん

でいる。 

・和式のトイレについては、年に 3 カ所程度ずつ洋式へ改修している。 

・公園遊具の保守点検は年に 1 回実施しており、点検結果に基づき補

修や交換を実施している。 

④ 今後の課題 

公園トイレ、あずまや、公衆便所等については、利用状況や維持管理費用を考慮し、

適正に管理していく必要があります。 

 

⑤ 今後の予定等 

・築 30 年が経過し、老朽化した利用者の少ない公園トイレ、あずまや、公衆便所

等の廃止 
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(13) インフラ施設 

① 配置状況 

インフラ施設の配置状況を図 4-24 に示します。 

 

 
図 4-24  インフラ施設の配置状況  
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② 基本情報 

インフラ施設の基本情報を表 4-25 に示します。 

 

表 4-25 インフラ施設の基本情報 

 
  

施設類型
（中分類）

施設名 所管課 管理形態 棟数 建築年度
（最も古い建物）

総延床面積
（㎡）

大規模改修の履歴

石法寺浄水場 水道課 直営 10
1976
S51

1,074.20

高架水槽 水道課 直営 1
1992
H4

254.34

荒町配水場 水道課 直営 9
1963
S38

275.30

大谷台配水場 水道課 直営 5
1967
S42

193.70

台町水源地 水道課 直営 2
1975
S50

30.00

大田山水源地 水道課 直営 2
2011
H23

36.00

西田井浄水場 水道課 直営 1
1985
S60

88.00

京泉浄水場 水道課 直営 4
1993
H5

117.50

久下田浄水場 水道課 直営 3
1980
S55

228.00

三谷浄水場 水道課 直営 1
1979
S54

49.00

真岡市水処理センター 下水道課 直営 12
1982
S57

7,221.02

2013～2014年（管理本館
の耐震、設備改築）
2015～2016年（汚泥処理
棟の耐震、電気改築）

二宮水処理センター 下水道課 直営 4
1994
H6

1,093.46

東郷地区農業集落排水
処理場

下水道課 直営 3
1998
H10

431.79

小林地区農業集落排水
処理場

下水道課 直営 2
1988
S63

134.81

2015年（排水処理場の水
槽防食）、2016年（前処理
設備改修）、2017年（配
管、屋上、耐震）

小貝川東部地区農業集
落排水処理場

下水道課 直営 1
1995
H7

118.70

東大島地区農業集落排
水処理場

下水道課 直営 3
1999
H11

369.28

両沼地区農業集落排水
処理場

下水道課 直営 1
2004
H16

228.00

飯貝地区農業集落排水
処理場

下水道課 直営 2
1986
S61

63.18
2007年（前処理設備改
修、制御盤改修）

大沼地区農業集落排水
処理場

下水道課 直営 2
1997
H9

158.60
2010年（前処理設備改
修、防食）

粕田地区農業集落排水
処理場

下水道課 直営 1
1992
H4

131.64

二宮東部地区農業集落
排水処理場

下水道課 直営 2
2006
H18

364.73

鹿・物井地区農業集落排
水処理場

下水道課 直営 1
1999
H11

376.02

二宮地区農業集落排水
処理場

下水道課 直営 1
2004
H16

326.08

第四工業団地中継ポン
プ場

下水道課 直営 1
1998
H10

111.20

13,474.55合　　　　　計

水処理
ｾﾝﾀｰ、
農業集落
排水処理
場等

浄水場等
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        図 4-25 インフラ施設の経過年数の状況        水処理センター 

③ 現状 

インフラ施設の現状を表 4-26 に整理します。 

 

表 4-26 インフラ施設の現状 

施設名称等 施設の現状 

浄水場、 

管路等 

・浄水場等については、主要な 7 施設の耐震診断を実施し、平成 26

（2014）年度に水道施設（構造物）耐震化計画を策定し、耐震化

の必要な施設について、耐震補強や施設更新を計画している。 

・設備機器については、平成 26（2014）年度に現況調査を行い、 

設備更新計画を策定し、老朽度や重要度に応じて優先順位を定め更

新を進めている。 

・管路を含めた施設全体の再構築については、平成 27（2015）年 

度に更新需要の把握と財政収支の見通しを試算した水道事業長期更

新計画（アセットマネジメント（*6））を策定した。 

・荒町配水場及び石法寺浄水場については、令和 4（2022）年度に

取水場を整備予定である。 

水処理 

センター、

農業集落 

排水 

処理場、 

管路等 

・水処理センターは、旧真岡市を処理区とする水質保全施設であり、

長寿命化計画に基づき補強・修繕等を実施している。平成 27

（2015）年 3 月に管理本館の耐震補強工事が完了し、平成 28

（2016）年度には、汚泥処理棟の耐震補強工事等を実施した。 

・二宮水処理センターは、旧二宮町を処理区としている。 

・小林地区農業集落排水処理場は、平成 26（2014）年度までに実 

施した機能診断の結果に基づき、平成 27（2015）年度から平成

29（2017）年度までの期間で機能強化工事を実施している。 

・農業集落排水処理場は新耐震基準建物であるが、平成 28（2016）

年度までに耐震診断を実施し、その結果に基づいた耐震補強工事を

計画している。 

・管路については、更新の目安である建設後 50 年を超えているもの

はないが、公共下水道は令和 2（2020）年度以降から、農業集落

排水は令和 18（2036）年度以降から、それぞれ更新時期を迎える。

通常の維持管理において、管路内の TV カメラ調査を実施し、異常

箇所については、随時、止水工事や補修工事を実施している。 

 

  （*6）アセットマネジメント（資産管理）：持続可能な水道事業を実現するために中長期的な視点に立ち、水

道施設のライフサイクル全体にわたって、効率的かつ効果的に水道施設を管理する取組み。現有資産の状態・

健全度を適切に診断・評価し、中長期の更新需要見通しを検討するとともに、財政収支見通しを踏まえた更

新財源の確保方策を講じることにより、事業の実行可能性を担保する。 
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④ 今後の課題 

上水道施設については、耐震補強や更新の費用増加が見込まれる中、人口減少に伴

う給水収益の減少により財政の悪化も懸念されることから、効率的かつ効果的に再構

築・更新を行っていくため、平成 30 年度に改訂した水道事業長期更新計画（アセッ

トマネジメント）に基づき計画的に更新等を行う必要があります。また、安全な水の

供給については、令和 2 年度に策定した真岡市新水道ビジョンに基づき、持続・安全・

強靭な水道事業を包括的に実現していく必要があります。 

下水道施設については、平成30年度に策定した下水道ストックマネジメント計画、

ならびに平成 29 年度に策定した農業集落排水処理施設最適整備構想・再編整備計画

に基づき、大規模修繕や更新、耐震補強による長寿命化を推進していくことにより、

安全性と機能性の継続的な確保及び将来負担の平準化を図る必要があります。 

 

⑤ 今後の予定等 

・水道事業長期更新計画（アセットマネジメント）の推進 

（効率的かつ効果的な施設の再構築・更新の推進） 

・安全な水の供給を確実にする水質管理体制の構築を図る水安全計画の推進 

・水道事業長期更新計画（アセットマネジメント）、水安全計画、耐震化計画を包括

的に実現させるためのマスタープラン（基本計画）となる新水道ビジョンの推進 

（施設の廃止・統廃合（ダウンサイジング）や施設性能の合理化（スペックダウン）

等による更新費用の縮減） 

・下水道ストックマネジメント計画（*7）の推進 

（施設全体（水処理センター、排水ポンプ室、管路等）を一体的に捉えた計画的な

修繕等による長寿命化及び更新費用の縮減） 

・農業集落排水処理施設全体（処理場、管路等）の長寿命化及び維持管理コストの節

減を図るための最適整備構想の推進 

・農業集落排水処理施設の統廃合を含む効率的な運営の推進 

 

 

 

  

（*7）下水道ストックマネジメント：下水道事業の役割を踏まえた持続可能な下水道事業を目的に、膨大な施

設の状況を客観的に把握、評価し、長期的な視点による明確な目標を定め、下水道施設全体を計画的かつ効

率的に管理する取組み。 
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2 インフラ系公共施設 

インフラ系公共施設における施設類型ごとの現状と課題及び見通しとして、①現状、

②今後の課題、③今後の予定等について整理します。 

なお、上下水道の管路については、関連する建築物との包括的な維持管理が必要で

あるため、建築物系公共施設のインフラ施設に分類されている上水道施設、下水道施

設に、それぞれ包括して整理しています（p.79～参照）。 

 

(1) 道路 

① 現状 

補修等については、日常的に実施している点検パトロール及び関係者や住民から情

報を集め、状況に応じて迅速に実施している。 

平成 27（2015）年度に策定した舗装長寿命化修繕計画に基づき、定期的な点検

等及び計画的な補修・更新等を実施し、効率的かつ効果的な維持管理及び将来更新等

費用の縮減と平準化を図っている。 

 

② 今後の課題 

舗装長寿命化修繕計画に基づき、中長期的な視点による将来更新等費用の縮減を図

るため、従来の事後的な対応から予防保全型への転換を進めていく必要があります。 

また、生活道路の道路改良及び新設にあたっては、道路の性格や利用状況、事業効

果等の要素に加え、将来の維持管理を考慮した上で、整備箇所を選定する必要があり

ます。 

 

③ 今後の予定等 

・定期的な路面調査に基づく舗装長寿命化修繕計画の改訂 

・舗装長寿命化修繕計画に基づいた計画的かつ効果的な道路修繕 

・生活道路整備指針に則した道路整備 
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(2) 橋りょう 

① 現状 

更新の目安である建設後 60 年を超えているものは全体の約 50％を占めており、

全体的に老朽化が進んでいる。 

法令に基づく点検、診断、措置、記録というメンテナンスサイクルを確立し、日常

的に実施している点検パトロールと合わせて、状況に応じた補修等を実施している。 

平成 24（2012）年度に策定した橋梁長寿命化修繕計画に基づき、予防的な修繕

及び計画的な架け替えによる効率的かつ効果的な維持管理及び将来更新等費用の縮

減と平準化を図っている。 

 

② 今後の課題 

橋梁長寿命化修繕計画に基づき、中長期的な視点による将来更新等費用の縮減を図

るため、従来の事後的な対応から予防保全型への転換を進めていく必要があります。 

また、更新時期を経過した橋りょうにおいて、上下流の橋りょうに集約可能なもの

については、路線の見直しとともに撤去を検討し、橋りょう数を減らしていく必要が

あります。 

 

③ 今後の予定等 

・橋りょうの法令点検に基づく橋梁長寿命化修繕計画の改訂 

・橋梁長寿命化修繕計画に基づいた計画的かつ効率的な修繕 
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第5章 フォローアップ実施計画 
1 計画の進⾏管理体制 

本計画を着実に進めていくために、図 5-1 に示す PDCA サイクルを実施してい

くことが重要となります。 

「PLAN・計画」では、本計画の方針に沿って個別計画（再配置計画等）の策定を

行い、「DO・実施」では、大規模修繕や建替え、統廃合などの事業計画の策定及び

推進を図ります。 

「CHECK・検証」では、進行管理を担う本計画策定委員会の作業部会により個別

計画の進捗状況を集約し、情報の共有及び検証を行います。 

「ACTION・改善」では、検証により洗い出された課題について、本計画の作業部

会及び策定委員会の中で協議します。その結果に基づき、個別計画（再配置計画等）

の見直しや新規の個別計画（PLAN）の策定を行います。 

 
図 5-1 本計画の進⾏管理体制 

  

政策調整会議 外部委員によるチェック 

（専門家・学識経験者による助言及び支援） 

真岡市公共施設等総合管理計画 策定委員会 
【構成】委員長（副市長）、副委員長（総務部長）、全部長、施設管理に係る全課長 

【役割】真岡市公共施設等総合管理計画の見直し（10 年毎） 

真岡市公共施設等総合管理計画の進行管理（毎年） 

真岡市公共施設再配置計画の策定 

真岡市公共施設等総合管理計画策定委員会 作業部会 
【構成】財政課財政係長、施設管理に係る課長補佐、係長級職員 

【役割】策定委員会に係る調査及び検討 

（事務局） 

総務部財政課 

財政係、管財係 

庁
内
検
討
体
制 

所
管
課
に
お
け
る 

P 

D 

C 

A 

PLAN 個別計画の策定 

真岡市公共施設等総合管理計画の方針

に沿って各施設の個別計画（再配置計画

等）を策定する。 

ACTION 個別計画の改善・新規提案 

個別計画の進捗状況や検証の結果等によ

り、個別計画の見直しや新たに必要とな

る個別計画について検討する。 

DO 個別計画の推進 

策定した個別計画に基づき業務を

推進する。すべての施設において

定期的な自主点検を実施する。 

CHECK 進捗状況の検証 

作業部会において個別計画の進捗

状況を集約し、作業部会及び策定

委員会において検証する。 
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2 計画に係る庁内組織 
本計画に係る庁内の組織体制について、施設類型ごとに所管課及び管理を担当する

主要施設等について図 5-2 に整理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2 本計画に係る庁内組織  

小学校、中学校 
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環境保全センター 
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真岡駅、西田井駅 

文書保存書庫 
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3 情報の⼀元管理・共有のあり⽅ 
公共施設等総合管理計画を着実に推進していくためには、人件費や修繕費などの維

持管理費用、利用状況などについて、適宜把握する必要があります。そのため、図 5-3

に示すように本計画策定に伴い作成した「施設カルテ」を、一元的な情報データベー

スとして活用するものとし、修繕履歴や改修などに関する情報を網羅し、適宜更新し

ていくものとします。 

こうして、一元化されたデータを施設の長寿命化計画や再編・再配置計画などの策

定のための基礎情報として活用します。 

また、一元管理されたデータは庁内で共有し、固定資産台帳との連携を図り、全庁

横断的かつ効率的な管理・運営の実践を目指します。 

 

 
図 5-3 情報の⼀元管理・共有のイメージ 

  

施設所管課 施設所管課 施設所管課 ・・・ 

公共施設等 

総合管理計画 
施設カルテ 

（データベース） 
固定資産台帳 

情報の一元化・共有 

連携 

＜財政課財政係／管財係・共有＞ 
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4 計画の⾒直し 
本計画においては平成 29 年度から令和 38 年度までの 40 年間を見据えた目標を

定めています。目標を達成するためには、計画を中長期かつ継続的に見直しながら取

り組んでいく必要があります。 

そのため、図 5-4 に示すように期間全体を 4 つのステージに分け、当面１０年間

の目標を設定します。さらに、各個別計画（再配置計画等）の進捗状況等を見極めな

がら、5 年ごとに目標を更新し、将来の需要や社会情勢に対応しながら 10 年ごとに

本計画の見直しを行います。 

 

 

 

        

     

 

  

 

 

     

   

 
  

  

  

図 5-4 本計画の⾒直しイメージ 
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←前期→ ←後期→ 

公共施設再配置計画 

舗装長寿命化修繕計画 

橋梁長寿命化修繕計画（～令和 45 年度） 

水道事業長期更新計画（～令和 20 年度） 

下水道ストックマネジメント計画 

農業集落排水処理施設最適整備構想・再編整備計画（～令和 39 年度） 
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